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本誌に掲載された統計資料は,1)｢感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律｣に基づく感染症発生動向調査によって報
告された,患者発生および病原体検出に関するデータ,2)感染症に関する前記以外のデータに由来する｡データは次の諸機関の協力によ
り提供された 保健祈 地方衛生研究所,厚生労働省食品安全瓢 検疫所,感染性腺炎研究会.

<特集> 麻疹 2011年
日本を含むWHO西太平洋地域で

は2012年を麻疹排除の目標年 として

お り,韓国や小島喚国では排除を達成

しているが,中乳 フィリピンなど人

口の多 くを占める地域ではまだ流行が

続いている.WH0ヨーロッパ地域で

は2010年が麻疹排除の目標年であっ

たが,各地で流行が頻発 してお り,目

標年が2015年に延期 された (本号 3

ページ)a

現在,日本における定期予防接種で

図1週別麻疹患者報告数の推移.2008-2011年
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は,原則麻 しん風 しん混合ワクチンを

用いて.第 1期 (1歳児),第2期 (小学校就学前の1

年間)の2回接種を実施 している (IASR27:85-86,

2006)｡さらに2012年までに麻疹排除を達成するため,

2008-2012年度の5年間に限 り,第 3期 (中学 1年相

当年齢の者) と第 4期 (高校 3年相当年齢の者)の 2

B]目接種を行っている (IASR291189-190.2008).

感染症発生動向調査 麻疹は2008年 1月か ら全数

報告に変更 された (IASR29･179-181&189-190,

2008)｡2011年 (第 1-52週)に屈出された麻疹患者

は434(人口100万対3.58)で (図1),検査診断例は311

(修飾麻疹110を含む),臨床診断例 は123であった

(2012年 1月5日現在報告数)｡

2011年の都道府県別報告数は (図2),24府県で2010

年 より減少 した｡東京 (本号 5ページ),神奈川,埼

玉,千葉の首都圏4都県で全体の63%を占めた014県

は報告 Dで,19県が麻疹排除の指標である人口100万

対 1を下回った｡

患者の性別は男231,女203で,年齢は 1歳が50と最

も多 く,0歳25,3歳17,4歳16の腰で,年齢群別にみ

ると,0-4歳は2010年に比べ183→119と大きく減少

したが,20-40代は増加 した (次ページ図3)｡ワク

チン接種歴は,未接尾126,1回接種141,2回接種26,

不明141であった｡0歳児は全員未接種,1歳児は未接

種20,1匝目安程29,2-5歳児は未接種12.1回接種35

であった｡
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(感染症発生動向粥糞.2012年1月5El現在報告数)

図2都道府県別麻疹患者発 生状況,2011年

(感染症発生動向調査;2012年1月5日現在報告数)

2011年 1-12月に麻疹による休校,学年閉鎖,学級

閉鎖の報告はなかった｡

麻疹ウイルス分離 ･検出状況 :麻疹ウイルスの遺伝

子型別は輸入例の鑑別に有用である｡ 日本では2006

-2008年にD5型が国内例か ら多数検出されたが,

2010年 5月を最後に検出されていない (本号 3ペー

ジ)｡一方,海外で流行 している型の検出が増加 して

お り (3ページ表 1&2),2011年 にはD9塾が2010

年から連続 して検出され (本号 5ページおよびIASR

32･144-145,2011),D4型が春に急増 した (本号5ぺ-

(2ページにつづ く)
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(特集つづき)

ジおよびIASR32:145-146,2011)｡

G3型が日本で初めて検出され (TASR

32:79-80,2011),D8塾も検出された

(IASR32:197,2011および本号6ペー

ジ)｡また,A型 (ワクチンタイプ)は

ワクチン接種歴のある発熱や発疹症

患者などからPCRで検出されている

No.2(2012.2)

図3.麻疹患者の年齢分布,2008-2011年
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(IASR32299-300,2011)｡

ワクチン接種率 (本号7ページ)▲

2010年度未の麻疹合有ワクチン (M,MR)の全国凄

種率 (第1期は2010年10月1日現在の1歳児の数,第

2-4期は各期の接種対象年齢の者を母数とする)紘

第1,2,3,4期それぞれ96%(2009年度は94%),92%

(同92%),87% (同86%),79% (同77%)で,第 1期

は目標の95%以上を初めて達成し,第1-3期は95%

以上を達成する都道府県の数が年々増加している｡

感染症流行予測調査 (本号 9ページ):WHOは麻

疹排除には抗体保有率95%以上が必要としている｡

日本ではゼラチン粒子凝集 (PA)法で調査が実施さ

れており,抗体陽性は1:16以上である｡2011年度中

間報告では初めて 2歳以上の仝年齢群で抗体陽性率

95%以上となったが,1歳児では74%であった｡第1

期接種対象の12カ月になったら早期の接種が望まれ

る｡一方,麻疹の発症予防には少なくとも1･128以上

が必要とざれるO0-1歳,4歳,ユ0-王2歳.16-17歳

と50-54歳,60歳以上は1128未満の者が10%を超え

ており,1:128未満の者には2011および2012年度の第

1-4期接種対象の者が多く含まれていた｡

ワクチン接種率向上への取り組み ●2008年度から

第3,4期を導入した結果,患者数は大きく減少した

(前ページ図1,図3)｡麻疹排除を達成するためには,

予防接種率向上と維持の努力がさらに必要であるC上

記の流行予測調査の結果を受けて2011および2012年

度の接種対象者の接種率を高める工夫が望まれる｡

山形市内の19中学校では予防接種率向上への取 り

組みが行われており (本号12ページ),学校 ･家庭 ･

学校医 ･市健康課 ･教育委員会など関係機関との連携

強化が重要であることが示されている｡接種率100%

を達成した島根県の高校では,養護教諭を中心に,煤

護者,学校の教職員が加わり,全校あげての麻疹対策

が行われていた (本号13ページ)｡文科省は中学 1年

生 ･高校3年生へのリーフレット配布やキャンペーン

ポスター作成を行うなどの取り組みを行っている (本

号14ページ)｡

なお,2011年度の第2,3,4期接種対象者は2012年

3月31日を過ぎると,公費負担対象外となり,自己負

担での接種となる｡3月の子ども予防接種週間 (2012

年3月1日木曜～3月7日水曜)には,土曜 ･日曜 ･

夜間に接種を実施する地域医師会があるので,これら

の機会を利用し,年度内に接種を受けることが勧めら
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(感姓症発生血肉調査●2012年1月5日現在報苫故)

れる.翌20ユ2年度は欝3,4期接種の最終年度となる

ので,対象者は本年4月以降早期に接種を受けること

が望まれるO

麻疹検査診断の重要性 :予防接種が普及するにつれ

て,臨床症状のみでは診断困難な既接種者の修飾麻疹

の割合が増加している｡WHOの麻疹排除の評価基準

においても,患者の検査診断や疫学リンクの確認が必

須である｡麻疹疑い例や麻疹IgM抗体弱陽性例には

風疹 (本号17ページ),伝染性紅斑,突発性発疹など

の患者が含まれており (IASR31:265-271.2010),

麻疹ウイルスを直接検出するPCRやウイルス分離に

よる検査診断が必要である｡地方衛生研究所 (地研)

と国立感染症研究所 (感染研)は,PCR検査を主体

とした検査診断体制を整備している (本号15ページ)｡

しかし,2010年同様,2011年の届出患者の3割は臨床

診断によっており,検査診断例のうち6割はIgM抗

体検査のみで,直接的なウイルス検出は行われていな

かった｡適切な時期に採取された検体を地研に搬送す

る体制をまず充実させることが求められる｡

今後の対策 :2010-2011年のウイルス検出例はほ

とんどが輸入例関連あるいは海外流行型枚の感染で

あり,日本は麻疹輸出国から麻疹輸入国になったとい

える｡2012年に入っても海外由来と思われるD8型や

D9型の検出報告が相次いでいる (3ページ表 1およ

びhttp.//ldsc.nlh.goJP/laSr/measleshtml)｡海外

から麻疹ウイルスを持ち帰らないためには,海外渡航

前に予防接種を完了する必要がある｡2011年度に限

り.修学旅行などで海外渡航する高校2年生への接種

も第4期接種として公費負担の対象となっている｡さ

らに予防接種率を高めるとともに,医療機関,保健所

と地研 .感染研の連携を強化し,庶疹疑い慮者全例に

ついて確実に検査診断を含む構極的疫学調査を行い,

rl例出たらすぐ対応｣を徹底して,麻疹ウイルスの

感染拡大を防止する必要がある｡

また,PCR検査陰性の場合であっても,その結果の

みで麻疹を否定できるわけではない｡臨床症状,PCR

や工gM検査結果,疫学情報を総合的に評価して,麻

疹適合症例を確定すべきである｡今後,日本が麻疹排

除状態になったことを証明するためには,適時の検体

採取と遺伝子型別による国内定着株の否定が必要とな

る｡



<特集関連情報>

ヨーロッパの麻疹の状況と今後の日本の課是喜

2011年に日本で検出された麻疹ウイルスの遺伝子型

はD4,D8,D9,G3型であった｡2006-2008年時の流

行株であり,日本の常在株 と考えられていたD5株

(Bangkok type) は2010年 5月を最後に検出されて

いない (図 1)oWHOの麻疹排除の定義は,｢質の高
いサーベイランス体制が存在する下で,常在する麻疹

ウイルスによる麻疹の伝播が12カ月間以上ないこと｣

とされており,麻疹排除達成は現実性を帯びてきつつ

ある｡一万,2011年に最も多く検出されたD4株 (57

例)の多くは疫学的,あるいはウイルス学的にヨーロッ

パからの輸入株,またはその関連株である可能性が高

い｡2010年以降,ヨーロッパでは麻疹の流行が止まら

ず,他国への麻疹輸出も問題となっている｡ヨーロッ

パの麻疹の状況から日本の今後の対策を考察するo

WHOEuropean Regl0n (EUR)の麻疹排除目標

EURは,ヨーロッパ大陸と旧ソビエト連邦に所属し

た53カ国からなる,総人口およそ8億 9千6百万人の

地域である｡2002年,第55回WHORegionalCommlt-
teeforEuropean (RCE) においてEURにおける麻

疹排除目標年を2010年と設定し,併せてメンバー国の

多 くがMMRワクチンを使用していることから同年

病原微生物検出情報 Vol.33No.2 (2012.2) 3(29)
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図1 日本で検出された麻疹ウイルスの推移(2006-2011年)

を同じく風疹排除の目標年 とした1)｡麻疹,風疹排除

への戦略は,1)2回の麻疹ワクチンの接種率95%以

上の維持,ならびに1回以上の風疹ワクチン接種機会

の提供,2)麻疹感受性者への補足的ワクチン接種機

会の設置,3)検査診断と症例調査によるサーベイランス

体制の強化,等である2)｡これらの対策により2007年

には全 EURでの年間麻疹報告数が人口百万人当たり

7.8人まで減少し,麻疹排除達成が期待されたが,2008

年頃から後述するように麻疹の流行が頻発し,2010年

9月第60回RCEにおいて麻疹排除,風疹排除の目標

年を2015年に延期した3)0

(特集つづき)

表1.月別麻疹ウイルス分離･検出報告数.2011年1月～2012年1月
Tal)le1MonthlyreportsofmeaslesurusIsolation/detectlOn,Janus,ry2011-January2012

潰伝子塾Genotype 検体採取月 検体採取年

合計Total 261 8 25 126

NottypedD4DSD8D9G3A 1 21 1 39 14 2 ll2 65 31 1 57187 3 11 1 71 16 4928 3 6 8
(病原微生物検出情報 2012年2月9日現在報告数)

(InfcctlOuSAgentsSurveillanceReportDatabasedonthereportsrecelVCdbeforeFebruary9.2012frompubllChealthmstltuteS)

表2.麻疹ウイルス検出例の渡航歴と渡航先.2011年

Table2.Measlesm sISOlat10rJdetectlOnbytravelhlStOryan d destinationabroad,2011渡航先･国名★DestlnatlOnabroad*

合計Total 126 95 31

Nottyped 3 3
D4 57 49 8
D8 7 1 6
D9 49 34 15
G3 2 2

'2つ以上の国へ渡航した例を含む (病原微生物検出情報 2012年2月9日現在報告数)
'ⅠncludlngCasesWhov151tedtwoormorecountrleS(eどGermanyJSwltZerlandrFrance)
(InぬctlOuSAgentsStLrVeillanceReportDatabasedonthereportsreCelVedbeforeFebruary9.2012frompubllChealthInstitutes)
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EURの麻疹の状況

EURの麻疹報告数は1990-1993年頃では年間約400

件/人口百万人であったが,2007-2009年では10件前

級/人口百万人まで減少した｡2009年では53のメンバー

国のうち,38カ国が年間麻疹報告数 1件以下/人口百

万人を達成し,うち20カ国は報告数Dであった4,5)｡一

九 2008年頃からイギリスにおけるD4株による流行,

スイスにおけるD5枚による流行等が報告され始めた｡

また,2009-2010年にかけて24,000件以上の大きなア

ウトブレイクがブルガリアであり,死者24名が額告さ

れている｡この麻疹の流行の主体は,定住性を持たな

いためワクチン接種率が低いロマ民族であった｡2010

年の麻疹例の78%はブルガリアに関係している｡原

因ウイルスはドイツに由来したD4株で,このウイル

スはその後,スペイン,トルコ,そして再度 ドイツへ

と広がった｡また.フランスでも2008年頃から麻疹が

増加し始め,2010年後半にはフランス南東部を中心もこ

流行が拡大,2011年ではさらにベルギー,ブルガリア.

ドイツ,イタリア,ルーマニア,セルビア,スペイン,

スイス,マケドニア旧ユーゴスラビア共和国,トルコ,

イギリス等へと拡散した｡2011年は10月末までに,40

カEElから計約26,000件の麻疹例の報告があり (図2).

36カ国で115のアウトブレイクが発生している｡特に

フランスの麻疹数は14,000件を超え,全体の約60%

を占めている｡麻疹による死亡も11例報告されてい

る (フランス6名,ドイツ,カザフスタン等各 1名).

2011年にEURで検出されたウイルスの遺伝子型は

D4,B3,G3,D8,D9,Hl型であった｡D4型はフラ

ンス,スペイン,カザフスタンを含む24カ国から検出

され,依然として流行株の主体である｡また,G3株

はフランスから,B3株はスペインから検出されてい

る｡2011年の麻疹患者の年齢分布は,およそ半数 (49

%)は15歳以上 25%が5歳未満 (1歳未満は9%),

25%は5-14歳であった｡碍患者のワクチン履歴では

ワクチン歴の無い者が45%,1匝】接種者は74%.2回

接種者は2.1%.残りはワクチン歴不明である｡2004-

2010年のEURにおける麻疹ワクチンの接種率は92-

95%であり,目標とする95%に達していない年もある
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が,評価できる数字である (図2)｡最近の流行は,

医療サービスが届きにくい移動民族における感受性者

や,過去における低いワクチン接種率と流行の減少に

より自然感染の機会が減少したことで増加した10-

20代の麻疹感受性者の存在が大きな原因と考えられ

ているcWHORegionalOfflCeforEuropeではこれ

らアウトブレイクの対策として,1)麻疹症例を迅速

に判断し,モニターするためのサーベイランス体制の

強化,2)一般人等への予防接種の重要性の周知,3)

ワクチン接荏スケジュールの変更,4)定期按摩等を

接種し損なった人等への補足的ワクチンの提供,等を

メンバー国に求めている6･7)｡

日本では2010年,2011年と麻疹患者報告数は500人

を切った｡しかし,2008年に開始した13歳,18歳を対

象とした第3期,4期の補足的ワクチン接穂は2012年

度で終了するO残念ながら2008年からの3年臥 第3

期,4期ともに接種率は90%に達していない｡少なく

見積もっても年間20万人程度が2回目の麻疹ワクチ

ン接種の機会を失したことになる｡EURにおける麻

疹の流行は,感受性者の蓄軌 こより麻疹が容易に再興

することを示しているO日本においても,第 1期,2

期の麻疹ワクチン接種率を高く維持するだけでなく,

麻疹の流行状況の変化や国民の免疫状況,海外旅行の

増加等,生活環境の変化も考慮した適切な補足的ワク

チン接種の機会を提供していくことが,今後,再度麻

疹の増加を防ぐために必要となるだろう｡ヨーロッパ

の事例は決して ｢対岸の火事｣ではない｡
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<特集関連情報>

2011年の東京都における麻しん流行への対応

1 2011年の麻しん患者の発生状況

発生の推移 :東京都では,2011年春に麻 しんの流行

がみられた｡患者の発生は第13-24週にかけて一つ

のピークを形成 し,その後,再流行することはなかっ

た｡患者の発生状況を図 1に示す｡

2011年の麻 しん患者報告数は178件で,第13週にヨー

ロッパへの渡航歴のある日本人が 1例,翌第14過には

フランスを推定感染地 とするフランス人症例が2例報

告されたのを端緒 として,流行が始まったOその後,

第17週の23件を最多とし,第13-24週までの発生が128

件 と,全体の71.9%を占めていた｡

麻 しん患者等の特徴 学校等の休校が相次いだ2008

年の大流行時と発生状況が大きく異なり,学校等にお

けるクラスター発生は5事例 (1事例の最大患者数は

4人)にとどまり,散発例がほとんどであった｡

患者を年代別にみると,1-4歳が40件 (225%)と

最多で,次いで30-34歳の24件 (13.5%)であった

(図2)｡

ワクチン接僅歴では,接種 2回が10件 (5.6%),接

種 1回が55件 (309%),接種無 しが58件 (326%),

接種歴不明が55件 (309%)であった｡
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図2 年齢階級別患者発生状況(2011年第1-52週)
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年齢階級

PCR検査の状況 一保健所から検査依頼を受けてPCR
検査を実施 したのは258件であった｡各過のPCR検

査の結果を図3に示す｡麻 しん遺伝子が検出された者

(陽性者)は第13-23週に集中しており,第24週以降

については,1件を除いてすべて陰性であった｡

陽性例77件 (病原体定点からの検体4件も含む)の

週別遺伝子型を次ページ表 1に示す｡型別判定が可能

であった74件のうちワクチン株 4件を除き,全例が海

外流行型であった｡

2.東京都における麻しん対策

平常時の取り組み 東京都では,麻 しんの非流行時

図1東京都における麻しん患者報告数

1 3 5 7 9 ll131517192 1 23 2 5 27 29 31333537 39 41434547 49 5153週

図3.保健所受理週別麻しんウイルスPCR検査結果状況(2011年)
件
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表1麻しんウイルス遺伝子型別検出状況(2011年)

受理週 D4型 D9型 D8型 型別検出不能 A型 推定感染地域
2週 1*
3週 1■ 1 D4:イギリス､D9:シンガポール.スリランカ
4週 1 D9:国内およびフィリピン
5週 1 D9:国内
6週 1 D9:国内
11週 2 D9:国内
13週 1 D4:国内
14週 2 D4･フランス
15週 8 D4.国内
16遇 9 2 1 D4国内､D9フィリピン､グルジア､型別検出不能:国内
17週 13 1 D4国内､D8タイ
18週 7 1 D4国内､D9国内
19週 6 1* D9国内､型別検出不能:国内
20週 5 4 1 D4国内､D9:国内､インドネシア､型別検出不能:国内
21週 1 2 D4
23週 1
24週 1*
28週 1*
40週 1 D9:ポルトガル.フランス.マレーシア

*病原体定点からの検体
注 A型はワクチン株であり､麻しん患者の届出基準に当てはまらないため患者届出数には含まれない｡

においても.予防接種率の向上に取 り組むとともに,

都民や関係機関に対して麻しんに関する情報提供や正

しい知識の普及啓発を行っている.特に,集団感染が

起こりやすい学校等の担当者に対しては,麻しん患者

が発生した際の対応手引きを作成し,拡大防止を図っ

ている｡

また,麻しんの病原体レファレンス事業や構極的疫

学調査等を実施することで,流行状況やウイルスタイ

プの分析を行っている｡

麻しん流行時の取り組み .2011年の都内流行時,東

日本大震災の被災地支援にボランティアも多数参加し

ており,被災地への流行拡大も懸念されたことから,

マスメディア,ホームページ等を積極的に活用するこ

とにより,定期予防接種の勧奨や知識の普及を図った｡

また,医療機関等に対しても随時情報提供を行い,

早期の患者発見に向けた対策の強化を図った｡

3.まとめ

麻しんの流行防止には,平常時からの取り組みに加

えて,患者の早期発見と流行状況に応じた対策をタイ

ムリーに行うことが重要である｡2011年の都内の麻

しん流行が比較的小規模にとどまったのは,これらの

対応が功を奏した結果と評価できるものと考える｡

東京都健康安全研究センター

住友最佐美 甲斐明美 長谷川道弥 早田紀子

<特集関連情報>

成EE]空港内勤務者からのD8型麻疹ウイルスの検出

と家族内感染- 千葉県

2011年12月末に成田空港内勤務の患者からD8型麻

疹ウイルス遺伝子を検出し,続いて2012年 1月に症例

の妹が発症し.同様にD8型麻疹ウイルス遺伝子を検

出したので報告する｡

患者は,成田空港内に勤務する22歳の女性であり,

発症前1カ月間に海外渡航歴は無い｡12月16日,鼻水,

くしゃみ等がみられ,18日には38℃の発熱があり,19

日に医療機関を受診した｡初診晩 麻疹は否定的であっ

たが,いったん解熱後の20日夜に発疹が顔に出現し22

日には全身に広がった｡最高体温は39oCになり,その

後も発熱は持続し,コプリック斑も確認されたことか

ら24日に麻疹と診断された｡患者に麻疹の既往は無

く,ワクチン接種も第1期接種時に体調不良であった

ため接種していなかった｡また,高校3年時の第4期

も未接種であった｡

検体は,26日に咽頭ぬぐい液,血液,尿が採取され,

すべての検体から麻疹ウイルス遺伝子が検出された｡

続いて発症した妹は,17歳の高校2年生で,第1期

のワクチン接種済みであったが,第4期ワクチンを次

年度に控え,2回目のワクチン未接在であった｡1月

3日に382℃の発熱,いったん解熟後,5日に額および

腕に発疹が出現し6日に首に広がったoコプリック軌

咳,鼻水等なく軽症で経過した｡

検体は,6日に咽頭ぬぐい液,血液,尿が採取され,
すべての検体から麻疹ウイルス遺伝子が検出された｡

検査は千葉県衛生研究所で実施した｡NおよびH遺

伝子に対するRT-nestedPCRを実施し,検出された

N遺伝子の増幅産物について,ダイレクトシークエン

スにより塩基配列を決定した｡2名の塩基配列 (492bp)

は同一であり,決定した塩基配列の一部 (456bp)に

ついて系統樹解析を実施したところ,遺伝子型D8に

分顕された (次ぺ-ジ図1)｡また,DDBJのBLAST

検索の結果,MVs/AlbertaCAN/34ll/[D8],MVs/



ト- .･.･｣
Col

図1 麻疹ウイルスN遺伝子 (456bp)に基づく分子系統樹

Dartford.GBR/4ll/[D8]等と100%の相同性を示し
た｡

患者発生に伴う,家族および勤務先,学校に対する

対応は,管轄健康福祉センターにおいて速やかに行わ

れ,1月20日現在,2名の他に患者の発生は確認され

ていない.特に,妹の通う高校では,部活動で発疹出

現直前に接触した4名について,接触後3日以内の緊

急接種ということで,第4期の麻疹ワクチン接種の前

倒しが行われ,3名が接種している｡

今回の感染例は,姉については,麻疹未雁患および

ワクチン未接種であったこと,成田空港という海外に

開かれた場所での感染であること,妹については,高

校 3年時の第4期2回目のワクチン接種を次年度に控

えての感染 ･発症というワクチン接種計画の隙間をつ

いての患者発生であったo改めて予防接程の重要性を

強調する事例であった｡

千葉県衛生研究所

小川知子 堀田千恵美 小倉 惇 福嶋得忍

千葉県香取健康福祉センター 久保木知子

千葉県印旗健康福祉センター 小山早苗
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<特集関連情報>

麻疹含有ワクチン接種率調査 (2010年度全国集計

最終結果)

2012年に麻疹排除を達成するためには,麻疹含有ワ

クチン接種率を向上させる必要がある｡Wfi0 (世界
保健機関)は,すべての年齢コホートで麻疹に対する

抗体保有率が95%以上になることが麻疹排除達成に

は必要としているが,そのためには,2回の接種率が

それぞれ95%以上になることが目標である｡

わが国では1978年に麻疹ワクチンが定期接種に導

入され,2006年度から麻疹風疹混合ワクチン (MRワ

クチン)が定期接種に導入された｡さらに,2006年6

月2日から,第 1期 (1歳児)と第2期 (小学校入学

前1年間の者)の年齢層に対する2回接種制度が始まっ

た｡

しかし,2006年に地域流行から始まった麻疹の流行

は,2007年には全国的な流行となり,多くの高等学校
や大学が麻疹により休校になった｡麻疹ワクチンの接

底を希望する者が医療機関に殺到し,麻疹ワクチンが

不足し,さらには麻疹に対する抗体測定のためのキッ

トも不足するなど,社会問題にも発展した｡また,麻

疹を排除した海外の国々からは麻疹輸出国と非難され

た｡
これをうけて,2007年12月28日に ｢麻しんに関する

特定感染症予防指針｣が告示された｡2007年の流行

は,麻疹含有ワクチン未接種あるいは1回接種の10-

20代を中心に発生したことから.まずは10代への対策

を強化する目的で,2008年度から5年間の時限措置と

して第3期 (13歳になる年度の者)と第4期 (18歳

になる年度の者)の年齢層に対する2回目のワクチン

が定期接種に導入された｡

本稿では,第 1,2期開始後5年目,第3,4期開始

後3年目の2010年度の第 1期～第4期の麻疹含有ワ

クチンの接種率を次ページ図1に示す｡

1)第1期 :2010年度,全国の接種率は957%であ

り,2009年度と比較して21ポイント上昇し,目標とす

る950/o以上を初めて達成したO最も高かったのは徳

島県の99.6%,最も低かったのは福島県の91.7%であっ

た｡95%以上を達成したのは,2009年度が47都道府県

中9道府県であったのに対し,2010年度は34道府県と

著明に増加 し,90%未満の都道府県はゼロとなった

(次ページ図1)｡このまま95%以上を継続して維持し

ていくことが重要と考える｡2010年度第 1期対象者

における未接在音数は,全国で47,070人であった｡

2)第2期 .導入5年日にあたる2010年度の第2

期全国接種率は92.2%であり,前年度92.3%より0.1ポ

イント減少した.最も高かったのは新潟県の96.9%,

黄も低かったのは神奈川県の88.4%で,80%台は神奈

川県のみとなった095%以上の接種率を達成していた
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図1.2008.-2010年度麻しんワクチン接種状況

. ~｣』 ~｣』 -▲
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のは8府県であり (図1),日本海側の県に多かったb

2回の接種率がそれぞれ95%以上になることが排除の

目標であることから,さらなる接種率向上には保育所

や幼稚園で,入学前に2回の連環が完了しているかを

確認し,最年長組の児童が第 2期の麻疹風疹混合ワク

チンの捷径を受けていない場合には保育所や幼稚園で

個別に接榎を勧奨するなど,きめ細やかな啓発が重要

と考える｡なお,2010年度第2期対象者における未接

種者数は,全国で86,594人であった0

3)第3期 ●導入3年目である2010年度の全国接種

率は873%であり,前年度の859%より1.4ポイント上

昇した｡47都道府県中,最も接種率が高かったのは茨

城県の965%,最も低かったのは鹿児島県の799%で,

70%台は鹿児島県のみとなった｡95%以上を達成した

のは,茨城県,富山県,福井県,新潟県の4県であり

(図1),2009年度より2県増加した｡また,全国47都

道府県中,34都道府県で前年度より接種率が上昇した

(次ページ表1)｡学校での集団接種を実施している茨

城県では毎年度接種率が高く,この年齢層のチビも達

が接種を受けやすい環境としては学校を接種場所とし

た集団的個別接種の重要性が考えられた｡また自治体

と学校が連携して,接種の意義,麻疹と風疹の予防の

重要性についての教育を本人と保護者に丁寧に行うと

ともに,未接種者への個別の環極的な接種勧奨が95%

の目標達成には重要と考える｡なお,2010年度第3期

対象者における未接種者数は,全国で152,945人であっ

た｡

4)第4期 :2010年度の第4期の全国接種率は,4

つの期の中では最も低い789%であったが,前年度よ

(厚生労働省健康局結核感染症臥 国立感染症研究所感染症情報センター)

り19ポイント上昇した｡95%以上を達成した都道府

県はなかったが,山形県 新潟県 富山県,島根県 福

井県 秋田県,佐賀県で90%以上となった (図 1)0

2009年度と比較すると,全国47都道府県中,34都道府

県で接種率が上昇した (次ページ表 1)O最も接桂率

が高かったのは山形県の91.8%,最も低かったのは神

奈川県の62.6%であり,60%台であったのは神奈川県

と東京都のみとなった｡なお,2010年度第4期対象者

における未接種者数は.全国で256,655人であった｡

第4期においても,第3期と同様に,学校で未接種者

に対して個別に接種勧奨をすることが重要であり,こ

の年齢層では近い将来妊娠ということも考えられる｡

2011年の風疹の地域流行にも触れて.保護者と本人に

対し,麻疹と風疹の予防の重要性を伝えて欲しい｡保

健行政と教育部門が連携した上で,"顔の見える"接

種勧奨をさらに強化することが必要不可欠であり,そ

のためには各芋校におけるクラスの担任や養護教諭の

役割が何にも増して重要であると考える｡

第1期～第4期すべてにおいて90%以上であったの

は,秋田県,山形県,新潟県,富山県,福井県,島根県.

佐賀県の7県であり (図1),2009年度の3県と比較

すると増加していた｡2009年度の調査で認められて

いた (1)年齢が大きくなるにつれて接種率が低下す

る,(2)大都市圏において特に接種率が低い,(3)接

種率の高い都道府県と低い都道府県が固定化されつつ

ある.という三つの傾向は2010年度も変わらずみられ

ていたが,2009年度に比較すると,全体的に接種率は

上昇しており,2012年度までの措置である第3期 ･第

4期の接種率を目標の95%に高めるとともに,第1期



表1 2010年3月末と2011年3月末の接種率の比較
(2011年B月31日回収時点)

No. 都道府県
第1期 第2期 第3期 第4期

全国 2.ー -0.1 1.4 1.9
1 北海道 1.7 -05L'や㌧36.'+ 28
2 青森県 ∴∴8.1. 02 02 05
3 岩手県 -1.3 -03 -17 -27
4 宮城県 -1.5 -25 -36 -34
5 秋EZ]県 3.3 -11 02 14
6 山形県 2.6 -13 -04 01
7 福島県 0.2 -26 -49 -24
8 茨城県 5.4 -12 -05 24
9 栃木県 3.9 -02 04 一04
10 群馬県 -1.0 -04 04 ~34
ll 埼玉県 1.1 -04 17 20
12 千葉県 2.0 -0.8 52 -5＼9
13 東京都 1.3 03 27 ■49
14 神奈川県 0.6 -13 45 40
15 新潟県 1.5 06 21 07
16 富山県 0.3 -04 00 17
17 石川県 2.5 -15 10 00
18 福井県 4.2 00 04 -02
19 山梨県 6.0 -01 25 04
20 長野県 4.0 21 10 -06
2ー 岐阜県 2.9 -06 14 20
22 静岡県 4.4 05 -10 07
23 ･愛知県 3.0 04 19 15
24 三重県 0.5 02 14 16
25 滋賀県 3.8 -02 -13 00
26 京都府 -0.6 11 06 -08
27 大阪庶 1.5 ･20 36 37
28 兵庫県 3.6 -08 11 23
29 奈良県 2.7 -08 06 20
30 和歌山県 1.7 -04 -04 09
31 鳥取県 0.8 -1.7 04 2.9
32 島根県 -0.1 03 -01 06
33 岡山県 1.0 -09 16 5̀6
34 広島県 3.1 06 08 54
35 山口県 4.3 -13 26 25
36 徳島県 5.5 -07 23 07
37 香川泉 2.9 08 10 13
38 愛媛県 4.5 01 -11 一一8
39 高知県 2.2 ;%::2Ill∴..三.4′9. 28
40 福岡県 ∴5.7 09 04 -04
41 佐賀県 二5.,9 -02 -07 09
42 長崎県 2.6 05 02 10
43 熊本県 1.5 07 26 -02
44 大分県 -0.6 -11 23 ･188
45 宮崎県 2.4 -0.2 12 23
46 鹿児島県 2.0 _2■6 05 -17

[二二コ伸び率が高い5都道府県
厚生労働省健康局結核感染症課､
国立感染症研究所感染症情報センター

の95%以上は維持しつつ,第2期も95%以上を達成で

きるよう,さらなる啓発が必要である｡

厚生労働省のホームページ (2012年 1月現在URL.

http://www.mhlwgo.jp/bunya/kenkou/kekkaku-

kansenshou21/hashika,.htmi)には,全市区町村の

第 1期～第4期の接種率が公表されているので,各市

町村における接種率向上に向けた取り組みに活用して
I

欲しい｡

国立感染症研究所感染症情報センター

多屋響子 佐藤 弘 岡部信彦
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<特集関連情報>

2011年度麻疹血清疫学調査および予防接種状況調

査-2011年度感染症流行予測調査中間報告

はじめに

感染症流行予測調査における麻疹感受性調査 (抗体

保有状況調査)は,1978年度に開始されてから1994年

度まで (調査実施年度 :1978-1980年度,.1982年度,

1984年度,1989-1994年度)赤血球凝集抑制法によ

り行われてきた｡1996年度からはゼラチン粒子凝集

(particleagLglutlnatlOn･PA)法に変更となり,2011

年度もPA法による抗体価の測定が行われた (調査実

施年度 .1996-1997年度,2000-2011年度)0

2011年度は北海道,宮城県,山形県,福島県∫茨城

県,栃木県 群馬県 千葉県,東京都,新潟県 石川県,

長野県 静岡県,愛知県,三重県 京都府.大阪府,山

口県,香川県,高知県 福岡県,佐賀県,宮崎県,沖縄

県の24都道府県で感受性調査が実施され,各都道府県

衛生研究所において抗体価の測定が行われた｡2012

年 1月10日現在,6,647名についての結果が報告され,

5歳ごとの年齢群別内訳は0-4歳群 .925名,5-9

歳群 525名,10-14歳群 608名,15-19歳群 .684

名,20-24歳群 565名.25-29歳群 :640名,30-34

歳群 5̀85名,35-39歳群 ●571名,40-44歳群 398

名,45-49歳群 ●322名,50-54歳群 ●278名,55-59

歳群 ●222名,60歳以上群 :324名であった｡また,対

象者の採血時期は7-9月が5,446名 (82%)と大半を

占め,4-6月が946名 (14%),10月以降が255名 (4

%)であった｡

麻疹含有ワクチン接種状況

麻疹に対するワクチン (麻疹合有ワクチン)には麻

疹単抗原ワクチン (1978年10月に定期接種に導入),

麻疹風疹混合 :MRワクチン (2006年4月に定期接種

に導入),麻疹おたふくかぜ風疹混合 ●MMRワクチ

ン (1989-1993年に生後12カ月以上72カ月未満の児

一 一一 一 一 一

ワクチンの接種状況について次ページ図 1に示した｡

上段は接種歴不明者を含まないグラフ,下掛 ま接種歴

不明者を含むグラフであり,感受性調査を実施してい

ない3県 (富山県 愛媛県,熊本県)からの報告も含

まれているO

全体では麻疹合有ワクチンの 1回接種者は32.8%,

2回接種者は15.6%,接種は受けたが回数不明であっ

た者は7.3%,未接種者は9.1%,接種歴不明者は35.3

%であり,年齢の上昇に伴い接種歴不明者の割合が増

加したol匝】以上接種した者 (接種回数不明者も含む)

について年齢別にみると,0歳では数%であったが,

定期接種第 1期の対象年齢である1歳で急増し (※調

査時の年齢が1歳 0カ月～1歳11カ月であるため,調
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図1年齢/年齢群別の麻疹含有ワクチン接種状況
(2011年度感染症流行予測調査より.2012年1月10日現在)
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【接種圧不明者を含まない】

EIl剛圭fl者 Ej1回扶植看 団 1即細 着 B]2酎純 音 出 2回御J看 ■ 2回は71着 E3は捜国政 口 和麦推考 口 は11巴
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※Me麻Gr7クチン/"R軸 組 郎 含ワクチン/""R府鮎 1=ふくかぜ風疹混合ワクチン (庶庁予92011)

査後2歳になるまでに接種を受けた者が多く存在する 図2麻疹含有ワクチン1回接種者と2回接種者の比率
(2011年度感染症流行予測調査より.2012年1月10日現在)

2011年度 2006年度
1回接種看(n==1.SO石)/2回は碓者(n=999) lE)特種者(n=2.OD7)/2割皇粗肴(n=63)

と考えられる),2歳以降19歳までは高い接種率を維

持していた｡また,MRワクチンが2006年度に定期接 100%

在に導入されたことを受けて,当時第 1期の接種対象 90%

者であった5-6歳ではMRワクチンによる2回接種BO%
70%

者が報告されるようになった｡ 6｡%
2006年6月から1)1回目の接種で免疫が獲得でき 50%

なかったprlmaryVaCClnefailureの者への免疫賦与, 40%

2)1回日の接種後,年数の経過により免疫が減衰 し 30%
20%

てきた者に対する2回目の接種による免疫増強,3),｡%
1回目の接種機会を逃した者に再度の接種機会を与え 0%

ることを目的とした定期接在第2期 (対象は年度内に

6歳になる者 本調査時点で5または6歳)が開始さ

れたが,本調査までに第2期の接種期間が終了した7-

10歳における麻疹含有ワクチンの2回接鐙率は,2006

年度以降年々増加していたが,50-60%程度であり,

1匝】のみの接種で2回目を受けていな0着が20-30%

残存していた｡また,2008年4月からは5年間の期限

で定期接種第 3期 (対象は年度内に13歳になる者 :

本調査時点で12または13歳)および第4期 (同18歳

になる者 :同17または18歳,※2011年度は年度内に17

歳になる一部も対象)が開始されたが.本調査までに

第 3期の接種期間が終了した14-15歳および第 4期

年爺 (JA) 年胎 ()E)

臼 1回書真理看 E)2回は-Z青 く垂 車重亘)

の接種期間が終了した19-20歳における麻疹含有ワ

クチンの2回接種率の平均はそれぞれ568%および40.1

%であった｡同年齢層において1回のみの接種で2回

目を受けていない者は,第3期接種期間終了者で15-

20%程度,第4期接種期間終了者で25%程度残存して

おり,第2-4期の接種期間終了者に対する2回目の

接種枚会の賦与が必要と考えられた｡

図2は2011年度と定期接種第2期が開始された2006

年度の予防接種状況について,0-19歳における麻疹

含有ワクチン1回接種者と2回接種者のみの比率を示



したグラフである｡2011年度の2巨は変種者の割合は

2006年度と比較して着実に増加していたCしかし,現

時点では十分とはいえず,本年度の第2-4期の接種

対象者 (第 2期5-6歳,第3期12-13歳,第4期17

-18歳)でまだ受けていない者,および来年度 (2012

病原微生物検出情報 vol.33No.2(2012.2) ll(37)

図3年齢/年齢群別の麻疹pA抗体保有状況
(2011年度感染症涜行予測調査より.2012年1月10日現在)

(n=6.647)

年度)の接種対象者 (第2期4-5歳,第3期11-12等
班

嵐 第4期16-17歳)における接種率の向上が期待さ 芸

れる｡

麻疹 PA抗体保有状況

年齢別あるいは年齢群別の麻疹 PA抗体保有状況

(中間報告)を図3に示した｡PA法により抗体陽性

と判定される抗体価 1I16以上の抗体保有率について

年齢別にみると,0-5カ月齢では移行抗体と考えら

れる抗体保有者が57%存在していたが,6-11カ月齢

では9%であったOその後,定期接種第 1期の対象年

齢である1歳で74%と急増し,2歳以降のすべての年
齢および年齢群では95%以上の抗体保有率であった｡
これはWHOが麻疹排除に必要として求めている目標

完…三≡享.;芸ミ
-.･.- ≧''･024- ≧12･048 (･EFだテj,2m)

図4麻疹pA抗体保有状況の年度別比較(2006年度および2011年度
感染症流行予測調査より,2012年1月10日現在)

の1つであるo しかし,PA抗体価1･16は麻疹の発症 蓋

予防として十分な抗体価ではないことから,PA法に
おいて麻疹の発症予防の目安とされる抗体価は1′:128
以上 (少なくとも1.128以上であり,できれば1256
以上が望ましい)と考えられている｡2006年度以降

来年度までの第2-4期接在対象者 (本調査時点で4

-21歳)のうち,来年度の接種対象者が多く含まれる

年齢層 (第 2期 :本調査時点で4-5歳,第3期 :同

ll-12歳,第4期 二同16-17歳)以外の年齢では概ね

90%以上の抗体保有率であり,2回目の接種を受ける

ことによる免疫増強の効果がみられた｡

麻疹pA抗体保有状況の年度別比較

麻疹PA抗体保有状況について,2011年度と第2期

の接種が開始された2006年度の比較を図4に示した｡

PA抗体価 1 16以上の抗体保有率についてみると,

2006年度は2-19歳のうち約半数で95%を下E]る年齢

がみられたが,2011年度中間報告の同年齢層はすべて

95%以上であった｡20歳以上の各年齢群においては

両年度でほとんど差はみられず,97%以上の高い抗体

保有率であった｡また,PA抗体価1.128以上につい

て,5歳から20-24歳群における抗体保有率の平均を

比較すると,2006年度の84%に対して2011年度は92%

に上昇していた｡

図 5は2008-2011年度の第3期および第4期接種

対象者における麻疹PA抗体保有状況 (PA抗体価1:
16-164および1:128以上)について,第3期 ･第4

期の定期接種が開始される前年の2007年度と開始か

ら4年日の2011年度の結果を生年別に比較したグラ

フである｡

第3期接種対象者は1995-1998年度生まれの者

(2008-2011年度に13歳になる者)であるが,グラフ

では2007年度調査時に9-12歳であった者と2011年

妄んを品も苧ヒ宍空喜宴喜書き等歪≡8
16--〇一一2006年丘/≧116

図5麻疹定期接種第3期および第4期対象者における生年別の麻疹
pA抗体保有状況一接種開始前後の比較(2007年度および2011
年度感染症流行予測調査より.2012年1月10日現在)
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度調査時に13-16歳であった者について比較した

(例えば1995年生まれの者では2007年度調査時の12歳

と2011年度調査時の16歳を比較)a1995-1997年生ま

れにおける2011年度の抗体保有率 (PA抗体価1:128

以上)は2007年度と比較して8-18ポイント上昇し,

本年度 (一部昨年度)の第3期接種対象者である1998

年生まれでは12ポイントの上昇がみられた｡

一方,第4期接種対象者 (1990-1993年度生まれで

2008-2011年度に18歳になる者であるが,2007年度調
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査時の14-17歳と2011年度調査時の18-21歳を比敦)

における抗体保有率 (PA抗体価1:128以上)につい

て2011年度と2007年度を比較すると,1990-1992年生

まれでは8-11ポイント上昇し,本年度 (一部昨年度)

の第4期接種対象者である1993年生まれでは6ポイ

ントの上昇であった｡

まとめ

2011年度調査の結果から,麻疹含有ワクチンの2回

蛭軽率の向上により抗体保有率は上昇し,抗体陰性者

(pA抗体価116未満)の減少ならびに発症予防が期

待できる抗体 (PA抗体価1:128以上)の保有者の増

加が認められた｡

2009年以降,わが国の麻疹患者報告数は年間数百人

規模まで減少した｡排除達成の目標である2012年を

迎え,今後の定期接種対象者における接種率 ･抗体保

有率の向上が望まれる｡また,1回のみの接種で2回

目を受けていない者が第2-4期の接種期間終了者に

残存していることから,これらの者に対する2匝】目の

接桂機会の賦与が必要と考えられた｡さらに.定期接

種の対象ではない者においても十分な抗体を保有して

いない者,特に発症した場合に周りへの影響が大きい

医療,福祉,教育などの現場に従事する者は,追加接

種により免疫を増強することが重要と考えられる｡

国立感染症研究所感染症情報センター

佐藤 弘 多屋響子 岡部信彦

2011年度麻疹感受性調査および予防接種状況

調査実施都道府県および都道府県衛生研究所

北海道,宮城県.山形県,福島県,茨城県

栃木県 群馬県 千葉県,東京都,新潟県,

富山県 石川県 長野県,静岡県,愛知県

三重県,京都府,大阪凧 山口県 香川県

愛媛県 高知県,福岡県 佐賀県 熊本県

宮崎県,沖縄県

く特集関連情報>

麻しん予防接種率向上への学校の取り組み-山形市

1.はじめに

私たちは学校において感染症対策推進の役割を担う

養護教諭として,2007(平成19)年度より4年間,

｢感染症発生の予防と対応｣をテーマに取り鑑み,自

分たちの職務を見つめ直して再構築を図った｡また,

生徒の感染症に関する実態を調査し,(1)麻しん,(2)

インフルエンザ,(3)感染性胃腸炎の各グループで今

後の実践内容を検討し,全体で共有した.さらに,

｢養護教諭の特質と保健室機能を生かした執務の展開｣

と ｢育てたい力を明確にした予防教育 (予防指導)の

実践Jが重要と考えて,この2つの活動を "生徒の健

康行動を支える情報"と"積極的.計画的支援"をキー

ワードに山形市内19中学校で実践した｡

麻しんについては,｢予防期J,｢流行期｣,T終えん期｣

の各段階における `̀養護教諭の職務"と "情報提供の

工夫"について 『校内体制ガイドライン』としてまと

めたOまた,効果的な指導時期と内容を検討して F予

防指導プログラム (年間計画)』を作成した｡

2.啓発活動の実際

(1)機会を捉えた積極的 ･計画的な啓発活動 (1

学期 :全員への積極的勧奨期)

生徒たちが口にするのは,｢部活動が忙しい｣,｢暇

がない｣などであるoそこで,5月の部活動開始まで

を第1の取り組み期とし,入学前2月の新入生保護者

会を皮切りに,入学直後から秩会を捉えて声かけや資

料配付を行った｡入部後は部活動のない日,代休日を

保健便りなどで具体的に保護者へお知らせし,また,

部活動より受診が優先する ｢治療強調週間Jを6月下

旬に設けるなど,接種を促す環境の整備に努め,6月

末時点の接種状況を調査して夏季休業前の積極的勧奨

につなげた｡

(2)r保健指導｣の充実と一人ひとりを大事にし

た啓発活動 (2学期 :グループ･個別指導の充実期)

6月末の接種状況から対象者を絞り込み,2学期は

｢グループ･個別指導の充実期｣として未接種者への

働きかけを強化した｡10月に山形市から未接種者へ

接種勧奨文書が個人通知されるのに歩調を合わせて,

未達荏者へ啓発用DVDを使ってグループ指導を行っ

た｡さらに,その後の接種状況を確認しながら個別指

導を行い,その内容を2学期末の三者面談時に担任か

ら保護者へ直接報告してもらっている｡生徒の接種環

境は複雑化していることから,一人ひとりの抱える状

況に寄り添いながら,接種できる環境づくりをともに

探り,見守っていく姿勢が肝要である｡

(3)学校医 ･市健康課 ･教育委員会など関係機関

との連携強化

内科健診や学校保健要具会などの機会を捉えて,学

校医にそのつど接種状況を報告して助言をいただいた｡

また,行政機関からのリーフレット 個別通知文書な

どの配布時期,接種状況調査時期を考慮した上で年間

計画を立て,接種状況調査結果を次の啓発活動に連動

させていくことがポイントである｡学校として市や県

の凄穫状況等を積極的に情報収集しながら,E]頃から

顔と顔が見える連携を大事にして,ネットワーク化を

くヽ1
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国.山形市における麻しん(3期)予防接種率の推移



強めていく工夫が大切であるC

(4)麻しん (3期)予防接種率の推移

麻しん予防接種率は年々高くなり,早期に接種を終

える生徒が増加した (前ページ図)｡2008(平成20)

年度の山形市接種率は県平均を下回っていたが,2010

(平成22)年度は県平均を上回った｡

3.まとめ

感染症予防教育は,生徒がこれから生きる上で大切

な ｢自立と共生の力｣を育む機会となり,養護教諭の

横板的 ･計画的支援が生徒の意識や行動変容につなが

ることがみえてきた｡地域保健の中の学校の役割を再

認識し,発生予防 ･蔓延防止のための予防接種の積極

的勧奨と予防教育の充実,早期発見 ･早期対応のため

の健康観察の確実な実施,迅速かつ的確な情報収集と

情報提侯,校内の感染症予防体制の確立等をさらに進

めていきたいOまた,生徒の健康課題解決と真の自立

のために,学校 ･家庭 ･地域関係機関との連携をさら

に強め,協働していきたい｡

山形市中学校教育研究会養護部会

山形県山形市立第十中学校

養護教諭 三浦真喜子 (文責)

<特集関連情報>

島根県の麻しん対策一全数把撞以後の麻疹報告数と

ほぼ100%の接種率となった高校の取り組み

島根県は人口73万,全国でも有数の少子高齢化過疎

県であるC小規模自治体では保健師や接種担当者が,

接種年齢に達した子を全員把撞しており,電話での勧

奨だけでなく,未接種者にはかかりつけ医からも勧奨

するように仕向けているところもある｡人口の多い市

では,昼は両親とも働きに出ているため,夜に電話を

入れると,強く不快感を示されるケースもあり,親へ

の勧奨がどうしても行き届かないことがある｡

集団接種では漏れがほとんど早急にカバーされて実

質100%のことが多い｡2010年度の県のMR接種率は,

第 1期が95.1%,第2期が956%,第3期が92.9%,第

4期が888%であった｡

全数把握以降の麻しん報告例と麻しん対応事例の検

討と,第4期の接種率100%の高校での取 り組みを紹

例

8
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0

図1.麻しん疑い対応事例(2008-2011年)

歳 10-19歳 20-29歳 30-39歳 4D～49歳 50-59歳
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介する｡

1)全数把握後の麻しん報告

麻しんとして県に報告されたのは2008年以降で24

例あり,そのうち20例はPCR検査等で否定された

(図1)｡麻しん症例として感染症発生動向調査への発

生届出症例5例 (2008年4GU,2009年1例)1)*,PCR

陽性が1例,他4例はPCR未実施であった｡

24例中コプリック斑ありとされた6例のうち1例

のみPCR陽性で,残りはいずれもPCR陰性であった｡

1gMが検査された.7例では121未満が4例,1.21以上

～5未満が3例 (1.77.247,2.86)であった｡
否定例と届出症例の合計24例中 1例が麻しん症例

と考えられ,残り23例は麻しんではなかったと思われ

る.今後は検査体制の周知をさらに進め,正確な診断

を期したい2-4)0

2)MRワクチン接種率100%を達成した県立高校

の取り組み

県立某高校では麻 しん後の要急性硬化健全脳炎

(SSPE)例を病院実習で経験した養護教諭を中心に,

全校あげての麻しん対策が行われ,その成果ではぽ100

%の接種率を達成していることを紹介する｡

文部科学省 ･厚生労働省からの高校生むけの勧奨パ

ンフレット 松江市からの保護者にあてたお知らせ,

さらに学校長からのお知らせ,保健室からの保健だよ

りなど,繰り返し勧奨がなされた｡これらはどこの高

校でも実施されている｡しかしこれだけ次々と広帝や

勧奨の文書を配布されても,本人たちが接種に乗り気

でなければ実効性が乏しい.また,アレルギー疾患な

ど接種要注意者ははじめから接種を敬遠しがちである

が,本人や家族に工夫次第で接種が可能なことも伝え

るO

保護者にも情報が繰り返し理解しやすく伝えられな

いと協力が得られにくい｡養護教諭が一人奮起しても

管理職や他の教職員が一緒に対策に加わらないと接種

率を上げる方向には向かない｡

そのために新入生を迎える段階から生徒や親,さら

には教職員に働きかけていくことから始まるC次ペー

ジ表 1に示したように年間の対応スケジュールをたて,

接種者と未接種者を絶えずチェックして,未接種者に

は繰り返し接種を呼びかける｡同時に1,2年生にも

3年生になると接種することを予告し,心の準備を持

たせる｡3年生の1学期が始まる4月に第1回の接種

勧奨,夏休み前の7月に接種状況調査と未睦種者への

勧奨.9月下旬に第2回の接種状況調査と10月に未按

産着への勧奨,11月に第3匝!の接種状況調査と未接種

者への勧奨,12月には保健室での未接種者への勧奨な

ど,ローラー作戦で未接種者を一人一人なくしていくO

予診表を無くした場合は市の担当者に電話をして指

示を受けること,部活で接種が困難な場合は,テスト

中の都合がつく日に接塵すること,下宿生や他市町村
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表1 県立某高校の麻しん対策の取り組み

勧葉 l 調査 資料の配布等 教職負､教育実習生

予告期 3月 未接種者への勧奨

勧奨期 4月5月

6月 教聴員-勧奨

調査に基づく勧奨期 7月 第1回全員調査
9月

個別措辞重点期 to月
1一月 l第3回掩粗状況調査

12月

総括 1月
2月

3月

表2県立某高校での第4期接種率(2011年末)

からの入学者への接種医療機関の紹介,また,接種済

み生徒からの勧奨,接種報告書の提出等,担任の協力

のもとで全校あげて100%をめざした (表2)｡進学校

であり.周囲の皆が接種を済ませると自発的に未接種

者へ生徒同士からの働きかけもあり,未接種のままで

はいけないと患うようになるという｡

麻しんの情報源は保健室だよりからが最も多く,吹

いで家族,テレビ,さらにはリーフレットとなってお

り,学校での生徒への指導や,親への集会等での説明

が役に立っているO

また,接種の動機では親から勧められたことが トッ

プであり,これから親への説明 ･勧奨が重要なことが

うかがわれる｡学校からの勧奨,さらには情報を得て

自分から受けようとするのが続いている｡高校生では

自分から自発的に接種することが望ましいが,親が勧

めることにより受ける気になるとすれば,親への説明

の牧舎をうまく設定することが重要になる｡

2008-2011(平成20-23)年度の現時点まで,対象

者962名中.未接種者は24名であった｡雁患済みのた

めが11名と半数を占め,残 り13名は様々な理由で接種

ができなかった｡なお,2009(平成21)年度からは罷

患者も勧奨の対象とした｡

麻しん対策の資料等を快く提供していただいた県薬

事衛生課,県保健環境科学研究所,県立高養護教諭の

関係者にお礼を申し上げる｡

参考資料

1)島根県感染症倍額センターHPhttp.//wwwユpref.
shimanelg)p/contents/kansen/dis/zensu/516.htm

2)島根県感染症情報センター提供の麻しん対応事例

3)島根県麻しん対策会議平成21年3月4日配布資料

4)医師による麻しん届出ガイドライン第3版 http:〟

1dscnlh.go.Jp/disease/measles/guldellne/doctor_

ver3.pdf

5)第56回中国地区学校保健協議大会養護教論部会発

表原稿

島根県麻しん対策会議会長 .及川医院 及川 馨

島根県健康福祉部薬事衛生課感染症グループ

渡利紗映 三輪信吾 沖原次郎 桐原祥修

島根県保健環境科学研究所 大城 等

島根県立高校 角 真左子

<特集開運情報>

麻しん･風しん予防接種率向上への文部科学省の取
り組み

2007(平成19)年に高校 ･大学を中心とする学校

等での流行を経験したことから,学校における麻しん

発生および流行を繰り返さないようにするため,2008

(平成20)年4月から向こう5年間に限り,第3期

中学校 1年生に相当する年齢の者,第4期 :高校 3年

生に相当する年齢の者が新たに麻しん ･風しん定期接

種の対象者に位置づけられることとなった｡



これを受けて,平成20年度以降,文部科学省では厚

生労働省 ･国立感染症研究所と協力して,接種対象と

なった生徒に向けてのリーフレットを作成し,学校に

おいて予防接種未接種 ･麻しん未雁恵の者に対する積

極的な接種の勧奨が行われるよう,依頼してきた｡

2011(平成23)年度については,TBSの協力を得

て,人気テレビドラマである,日曜劇場 ｢JIN一仁 一｣
とのタイアップ･リーフレットを作成した｡ドラマの

テーマに重ねた,｢現代 (いま)なら守れる｣という

キャッチコピーのT,第3期 ･第4期の予防接産を勧

奨するリーフレットとし,4月以降,全国の中学 1年

生 ･高校3年生に向けて配布した (http:〝www.next.

go.Jp/a_menu/kenko/hokgn/08032517.h上m,http://

wwwnext.go.Jp/b_menll/houdou/23/03/1302738.

h上m)｡
2012(平成24)年度は,第3期 ･第4期の麻しん .

風しん定期接種が行われる最終年度となるが,配付す

るリーフレットには,中高生の知名度も高い,FIFA

女子ワールドカップ2011ドイツで健勝した ｢なでし

こJapan｣の写真を用いることを予定しており,さら

にリーフレットに掲載するためのキャッチコピーを,

当事者である中学生.中等教育学校生,高等学校生お

よび高等専門学校学生から募集したところ,4,000件

近い応募があった｡同年代の視点に立った広報啓発活

動を展開することで,生徒たちに強い印象を与え,麻

しん ･風しん予防接産の必要性を,自身の問題として

とらえられるようになることを狙っているC

文部科学省スポーツ ･青少年局学校健康教育課

学校保健対策専門官 有賀玲子

<特集関連情報>

地方衛生研究所の検査診断により判明したわが国の

麻しんの現状

1.はじめに

2012年までの麻しん排除を目標にした取り組みと

して,麻しん疑い症例については,全国の地方衛生研

究所が全例にウイルス検査診断を行うことが,厚生労

働省の通知 (2010年11月)により求められている｡

当初,麻 しん全例のPCR検査は,地方衛生研究所に
とって過剰な負担ともなりかねないと危慎されたが,

この2年間の麻しん疑い症例数の激減もあって,ほぼ

混乱なく実施されているようである｡得られた麻しん

ウイルス検査の結果から,わが国の麻しんの発生状況

の詳細が判明したと同時に,麻しんの診断根拠および

届け出に付随する新たな問題点も浮上してきている｡

2.地方衛生研究所での麻しんウイルスの検出状況

2010年 1-12月のわが国の麻しん報告数は457例で

あったが1),このうち麻しんウイルスの分離 ･検出は

わずか27例であった2)Oしかしながら,2010年末に疑
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い症例全例でのPCR検査が勧奨された結果,2011年
1-12月の麻しん報告数434例3)に対し,麻しんウイル

スの分離 ･検出は126例と大幅に増加し2),地方衛生

研究所でのウイルス検査が麻しん診断の根拠,届出の

手順としてほぼ定着したものと考えてよいだろうO問

題は検出された麻しんウイルスの型別である｡これま

でのわが国の常在型はD5型であり,2008年以前には

このウイルスが多数検出されていた｡しかし,2009年

には3件に激減し,2010年5月の1件 (千葉県)の検

出を最後に,この1年半の間,D5型は全く検出され

ていない｡2011年の検出型はA型 (ワクチンタイプ),

D4,D8,D9,およびG3型であり,その多くは海外か

らの帰国者の発症であり,明らかな輸入例である3)0

また,渡航歴の無い散発例からも検出されているが,

これらは輸入例からの二次感染と考えられたが,これ

以上の感染拡大はみられないため,これまでのところ

輸入株が常在化したことを疑わせる事例はないようで

ある｡最終的な結論を出すのは時期尚早としても,

｢常在型のウイルスは排除され,検出された株は輸入

型とその二次感染で,輸入株の国内常在化は起こって

いない｣との現状分析が成り立つ蓋然性は高い｡極言

すれば,これはすなわち,｢麻しん排除はすでに事実

上達成されている｣ということではないだろうか｡

3.1gM抗体価による検査診断の問題点

麻 しんの診断根拠としては,鹿床所見 血清診断,

ウイルス検出の3法があるDこのうち汎用されている

のは,血清診断の麻しん特異的IgM抗体価検査であ

り,健康保険でカバーされるため,年間1万数千件も

の検査が民間検査機閑に依頼され,しかもその陽性率

は2009年のデータでは4.6%とされているoLかし,

この検査は,他の感染症による偽陽性が相当数みられ

ること,陽性と判定された例の大部分は弱陽性であり.

この抗体価だけを診断の根拠とすれば,相当数の麻し

んではない例の紛れ込みを許すことにつながるという

問題点を抱えている｡事実,数カ所の地方衛生研究所

が行った偽陽性が疑われる症例での追加のウイルス検

秦では,風疹,ヒトパルボウイルス (伝染性紅斑)な

どが検出されており,全国で相当数の紛れ込み症例が

麻しん報告例に実際にカウントされている可能性を強

く示唆している｡年間の麻しん発生数が数千以上であっ

た2008年以前には問題にならなかった紛れ込み症例

を把捉することも,発生数が激減し,排除期限が目前

に迫った現状では無視できない課題と考えなければな

らない｡

4.麻しんの診断根拠と届出の問題点

2011年の麻しん報告例434件のうち,検査診断例は

201件,臨床診断例は123件,修飾麻しん (検査診断例)

が110件である3)｡修飾麻しんを含めた検査診断例311

件のうち,ウイルス検出は126件であり2),残りの185

件は民間検査機関の血清抗体価を診断根拠とする例数
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と考えられる｡血清診断185例と臨床診断123例,すな

わち麻しんウイルスが証明されていない308件の麻 し

ん報告例のうちで,いったいどれくらいの割合で実際

は麻しんでないものが含まれているのか,これは推測

するしかないが,半数とまではいかないにしても少な

くとも20ノー30%にはなるのではないかと考えられる｡

その根拠は,適切な時期に採取された検体であるにも

かかわらずウイルスが検出されず.したがって麻しん

は否定的であるのに,麻しんとして届出がされている,

あるいは届出が取り下げられていない事例がかなりあ

ることが,地方衛生研究所の調査で判明しているから

であるC例えば.群馬県では2011年に5件の報告があ

るが,このうち2件は群馬県衛生環境研究所での検査

で,患者検体からウイルスが検出されなかったにもか

かわらず,届出が取 り下げられなかったものであり,

麻しんでない可能性がきわめて高いと考えられる｡ま

た,残り3件は臨床あるいは血清診断で届けが出され

ており,ウイルス診断が行われなかったものであり,

得られた情報からは.これらも麻しんの可能性は少な

いと判断されるためである｡

5,麻しんの疾患様態の解明

この1年間の地方衛生研究所が行ったウイルス検査

によって,麻しんというウイルス感染症の様態につい

ての理解が飛躍的に進んだとの見方も成り立つ｡ある

意味では.これは麻しんというウイルス感染症の疾患

概念の変更を迫る事態であるかもしれない｡ウイルス

感染症の診断は歴史的に3つの段階を経て進歩した｡

第-の段階軌 臨床症状による経験的 ･主観的診断で

ある｡この時代は医師が麻しんと診断すればそれだけ

で麻しんと認められた｡第二の段階はそれに血清診断

を加えて診断する段階である｡血清抗体価という客観

性が加わったものの,紛れ込み症例を有効に排除する

までには至らなかったO第三の段階では,直接ウイル

スを検出することで確定診断ができるようになった｡

麻しんは不敵性感染が殆どなuので,ウイルスの証明

イコール確定診断である｡また,適切な時期に採取さ

れた咽頭ぬぐい液 ･血液 ･尿の3種の患者検体の,い

ずれからもウイルスが検出されなければ,まず麻しん

は否定されるものと考えてよい｡この1年間,全国で

多くの麻しん疑い症例でルーチンにウイルス検査が行

われるようになって判明したことは,第-の段階,第

二の段階での報告数には,麻しんでないものを誤認し

ていた例数がかなり存在したにちがいないということ

だろう｡全例にウイルス検査を行うという,手間も費

用もかかるが画期的ともいえる世界に頼を見ない取り
組みを,今後も全国の地方衛生研究所が続けることに
よって,麻しんという疾患に対する理解が,さらに詳
細かつ明瞭になるだろう｡WHOがこの業JGを正当に

評価してくれることを切に望むものである｡

参考文献

1)http:〝idscnilュgO.jp/dlSeaSe/measles/2010pdf/

measl0-52.pdr

2)http://idscnihgoJP/laSr/measles.htmi

3)http.//idscnih.gojp/disease/measles/2011pdf/

measl1-52pdf

群馬県衛生環境研究所

小津邦寿 横田陽子 石岡大成 塩原正枝

塚越博之 斎藤美香 後藤孝市

<速報>

RT-PCRおよび細胞分離培養により便からエコーウ

イルス6型が検出されたFebriZevomitingillnessの

集団発生一 千葉県

探 知 :2011年11月7日に管内の施設から｢11月1日

より胃腸炎が多数発生している｣との電話相談を受け

た.この施設は8寮 (男子5泉 女子3寮)から成り,

職員46名,寮生140名 (男83各 女57名)で,寮生の学

校は高校28名,中学校41名,小学校58名,園内保育園13

名で,10月25日～11月7日の有症状者は25名であった｡

調査結果 ･症例定義を(1)当施設の在籍者,かつ,

(2)10月25日～11月7日の間に発熱をきたしたもの,

とすると,24名が該当した｡症例の発熱以外の症状は,

鳴吐71%,頭痛54%,曝気50%,腹痛21%,下痢13%､

鼻汁8%,咳8%,皮疹 0%で,医療機関の受診者は

胃腸炎.カゼと診断され,入院はなかった｡

最初,感染性胃腸炎の集団発生と考え,9名 (園児
5名,小学生3名,中学生 1名)の便検査を行ったが,

ノロウイルス,サボウイルス.ロタウイルス,アデノ

ウイルス,アストロウイルスおよび食中毒菌はすべて

陰性であった｡しかし,平均最高体温が38.7℃と高く,

( ㌔,

警 慧警 警 票 ‡,,;慧 憲 諾 ご覧 p'cRi (

検査を行ったところ,9名全員の便からエコーウイル

ス6型が検出された｡また,同時に行った細胞培養に

よるウイルス分離ではCaC0-21m胞およびVero細胞

で明際なCPEを確認し,中和試験の結果からもエコー

ウイルス6型と同定された｡

流行曲線では110月25日～11月3日は園児に,11月

1日～6日は小学生に症例が集積しており (図),症例

の発生率は,園全体で17%,性別で男25%,女5%,
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学校別で園児77%,小学生19%,中学生2%,高校生

7%,寮別で男子5寮 (41%,29%.28%,21%,6%),
女子3寮 (5%,5%,5%)で,男,園児,小学生,男

子寮に症例が集積してl/)た｡

考 察 .症例の症状頻度と検査結果より,本事例は

エコーウイルス6型によるいわゆるFebrilevomiting

lllnessの集団発生と考えられ,髄液検査は行われてい

なかったが軽症の無菌性髄膜炎が多数含まれていたこ

とが示唆された1).

保育園では3日ごとに新たな発症者が出現しており,

全員が1重で保育されていること,非ポリオエンテロ

ウイルスの潜伏期幅が3-6日であることから,10月

25日の園児を起点 (0次感染)として2次ないし3次

の感染が生じたと考えられた (前ページ図).また,

園児は寮と保育園以外で外部と接する機会がないため,

感染源は10月22日から発熱などがあった職員と推察

したO寮では,各寮が2-5人の7部屋で構成され,

複数の症例が発生した4つの男子寮で症例がそれぞれ

寮の初発症例の寓児の部屋に52%,その隣室に13%と

集替していることから,感染は保育園で罷患した園児

から拡大したと推察した｡

エコーウイルスの感染様式は飛沫,接触,糞口感染

とされるが,保育園では職員が園児全員のトイレの世

話をしていたこと,寮では症例の部屋とトイレの配置

と利用との関連性はなかったことから,本事例の感染

様式は糞口感染が関与した可能性は少なく,気道分泌

物の飛沫あるいは気道分泌物の手指付着による接触感

染であったと推察したOまた,寮によって症例の発生

率に大きな差があったことの理由は不明であったが,

発症率の低い寮では症例の発生早期から手洗い,次亜

塩素酸ナトリウムによる環境消毒を行っていたことか

ら感染拡大対策への寮による取り組みの違いが関与し

たものと推察した｡

参考文献

1)MarkeyPG,etal.,EmergInfectDIS16.631

68,2010

千葉県長生健康福祉センター

一戸貞人 間本恵子 田浮小百合 松本澄江

山田裕康 安藤直史 松本正敏 田村哲也

図1.福同市内における風疹発生状況

坂元美智代 仲宗根里香 田中良和

村上きみ代 森下和代 田中修司

千葉県衛生研究所ウイルス研究室

堀田千恵美 小倉 惇 福嶋得忍 小川知子

<国内情報>

福岡市における2011年の風疹の発生状況と対応

はじめに

風疹が全数報告対象疾病となって以東 本市におけ

る風疹報告数は,2008年9件,2009年13件,2010年1件

と推移していたが,2011年には62件と大幅に増加し,全

国で最も発生の多い地域となった｡また,国の通知に

基づいて2010年12月から始めた麻疹診断時のPCR検

査は1年間で28件実施しているが,麻疹PCR検査はす

べて陰性,風疹PCR検査は18例で陽性となっており,

このことからも市内での風疹の流行がうかがわれた｡

風疹の発生状況

2011年第4-5週にかけて,市内医療機関より3件

の麻疹発生屈を受理した｡3例は入国後間もない20歳

前後の東南アジアからの留学生で,保健所が麻疹PCR

検査を実施したが,結果は3例とも麻疹陰性で,風疹

陽性であった｡その後,第7週と第11過にこれとは別

に,4例の東南アジアからの留学生の風疹発生屈を受

理したOこれら7例はすべて同じ日本語学校に通う同

一国からの留学生であり,同じ寮で生活をしていたO

この後の,日本人における風疹患者発生との疫学的リ

ンクは定かではないが,2011年の流行はここから始まっ

ている｡本市はアジアの玄関口として,近年外国人登

録者数も増加しており,入国後間もない外国人がこの

ように発症することは,他の感染症においても珍しい

ことではない｡以後第20遇までは,市内,県内での風

疹発生は認められなかった｡

しかし,第20週以降に.日本人の風疹患者の報告が

20歳前後の男女を中心に増加した｡本市における2011

年の風疹発生状況を示す (図1)｡報告数がピークに

なる8月頃 (第33-35週)には,複数の医療機関から,

『市内繁華街の飲食店従業員の間で風疹が流行してい

るようだ』との情報もあり,保健所は積極的に患者情

の留学生4件 EjW区保育園関連 妊婦 2件

＼ ]東南アンアかbの留早生 ＼
＼ ＼
～

l1 l

9ll1315171921232527293133353739414345474951

報告週
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図2 風疹患者の状況(年齢別･性別)

暮男性

口女性

0歳 5歳 10歳 15歳 20歳 25歳
年齢

報の収集に努めたが,集団発生が起きている職場の特

定には至らなかった｡また,第41過には妊娠女性の患

者発生屈を受理したが.患者発生は減少傾向にあった｡

ところが,第47過に入り,今まで患者報告がなかっ

たW 区において,保育園での集団感染が発生した｡0

-2歳の乳幼児が30名通園する小規模な罪であったが,

職員,園児とその家族に,年末までに9名の発生を認

めた｡この中にはMRワクチンの定期接種対象とな

る前の0歳児も2例含まれていた｡第47過から始まっ

た感染は年を越して継続している｡

年齢別性別の発生状況を示す (図2)O小 ･中学生

の患者発生は認められず,高校生や専門学校生におけ

る発生も単発に終わっており,MRワクチンによる集

団免疫が得られているものと推察されたoまた.30歳

以上の患者は15例であったが,うち男性が14例であり,

30歳以上の年代における抗体保有率の性差が浮き彫

りになった印象である｡

本市の対応

妊婦の患者発生や保育園での集団感染を受け,本市

としての風疹流行への対応を行った｡まず,風疹患者

が増加していることや,風疹の基礎知識,予防接種の

勧奨など,マスメディアへ情報提供し,市民への周知

を行った｡また,医師会を通じ各医療槻関に,風疹を

診断した際の発生屈の徹底と情報提供,予防接種の勧

輿,風疹に確点した妊婦への対応等を依頼した｡特に

産科医療機関には,上記の依頼に加えて,妊娠女性へ

の対応診療指針や相談窓口 (2次施設)*の周知も図っ

た｡また,保健所の対応として,発生届を受理した際

の情報収免 集団感染を探如した際の調査 ･指導と風

疹PCR検査を行うこととした｡具体的に,今回の集

団感染の起きた保育園の事例では,仝園児と全職員の

ワクチン接種歴,羅患歴等の調査,予防接種の勧奨,

保護者からの妊婦の抽出と指導,健康観察を行った｡

発生が継続しており,依然流行終息の気配がないこと

から,市内7区の各保健所では常に発生状況の情報を

共有しながら,監視を続けている｡

風疹は潜伏期間が比較的長い上に,不顕性感染も多

く,ほとんどの患者の症状は密微で回復も早いため,

30歳 35歳 40歳 45歳 50歳～

感染の実態がつかみにくい｡また,医療機関の受診も

1回限りであることが多いため,患者鰭報も十分には

得にくいD今後の先天性風疹症候群の発生も懸念され,

引き続き.本市としては風疹の発生に注意しながら,

地道な取り組みを続けていく｡

*妊婦感染の相談窓口の存在と現状 (IASR32266-

267,2011)

福岡市保健福祉局保健医療部保健予防課

園田紀子 津田鉄郎

<国内情報>

馬刺しを原因とする食中毒- 福岡県

2011(平成23)年9月5日,生食用馬肉 (馬刺し)

を摂取したことによる食中毒事件が福岡県内で発生し

た｡県保健福祉環境事務所の調査によると,9月5日

19時頃に家族2名が自宅にて夕食 (馬刺しを含む)を

摂り,翌6日2-5時頃,2名とも下痢,腹痛等を発症,

うち1名が医療機関で受診した後,県保健福祉環境事

務所へ連絡した｡また,別の家族5名も,同様に9月

5日19時頃,自宅にて夕食 (馬刺しを含む)を摂り,

うち2名が9月5日22時～6日6時頃に下痢等を発症

した｡有症者4名の共通食は,9月5日に熊本県内の

同一食肉販売店で購入した ｢馬刺し (冷蔵)｣で,育

症者を含む2家族7名全員が摂取していた｡

販売された馬刺しは,熊本市内の食肉処理業者から

当該食肉販売店が仕入れたカナダ産馬のウデ肉で,袷

凍処理されておらず,食肉販売店でトリミング後,袷

蔵保存され,販売されていた｡また,2家族が購入し
たものは同一馬の同一部位から切り出されたものであっ

た｡潜伏時間は3-11時間で.主症状は下痢および腹

痛で,有症者 1名が医療機関にて抗菌薬等による治療

を受けたが,入院には至らなかった｡9月8日,県保

健医療介護部保健衛生課より検査依頼を受け,9月9

a,県保健福祉環境事務所より,有症老優4検体およ

び馬刺し残品1検体が搬入された0

本事例では,平成23年8月23日,食安0823第 1号,

厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課長通知に



図 PCR増幅産物のアガロースゲル電気泳動像

A～C馬刺し残品から抽出したDNA鋳型からのDNAフラグメント
D～F馬刺し残品中に存在したザルコシストから抽出したDNA鋳型
からのDNAフラグメント

M 100baseladderDNA(タカラバイオ)
G 陽性コントロール
H陰性コントロール

よる,｢SarcocystLSfayer乙の検査法について (暫定版)｣
に従い,馬刺しの検査を行った｡18SrRNA領域を

標的としたコンベンショナルPCRを行い,馬刺し検

体よりザルコシステイス属の約1,100bpのバンドを検
出した (質)｡陽性対照は,国立感染症研究所 ･八木

田主任研究官より配布されたDNA鋳型を用いた｡さ

らに,検鏡を行い,ザルコシストおよびプラデイゾイ

トを確認した｡並行して行った食中毒細菌検査では,

1名の優からウェルシュ菌,1名の優から黄色ブドウ

球菌が検出され,馬刺しからも黄色ブドウ球菌が検出

されたが,黄色ブドウ球菌は7%NaCl加トリプトソー
ヤブイヨンによる前培養後に食塩卵寒天培地より分離

したものであり,これらの食中毒細菌が今Elの事例に

有意に関連しているとは考えがたく,ザルコシステイ

ス属による食中毒であることを強く示唆するものであっ

た｡この事例は,最終的に,馬刺しを原因とする食中

毒として行政処分が行われた｡

●福岡県保健環境研究所保健科学部病理細菌課

竹中重幸 潰崎光弘 江藤艮樹 市原祥子

村上光一 堀川和美

宗像 ･遠賀保健福祉環境事務所

中岡秀仁 前田真奈美 重岡理恵

松尾樹治

南筑後保健福祉環境事務所

永島弘之 熊本サチ子

福岡県保健医療介護部保健衛生課

山崎知絵 野中寿子

<外囲情報>

ペンシルベニア州における病院での麻しんアウトブ

レイク.2009年3-4月- 米国

米国では国内の麻しん伝播はないが,ウイルスの輸

入が続いている｡

症例Aは23カ月男児で,2009年3月26日に発症し,

28日に39.2℃の熟,乳 感冒様症状,発疹を示し,ペ
ンシルベニア州のA病院救急部門に麻しん疑いのた

め隔離された｡症例 Bは4歳の症例Aの兄で,3月23

日に発症し,発軌 咳,感冒棟症帆 発疹を示した｡症

例Cは33歳の症例AとBの父親で,3月26日に発症
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し,同様の症状を示したO症例AとBは麻しんワク

チン接種歴がなく,症例Cは小児期に1回接種してい

ただけであったC症例A,B,Cは全員3日間以内に

発症していたので単一曝露による伝播が疑われたOこ

の3症例は3月10日にA病院救急部門に麻しんと無

関係の理由で来院しており,海外渡航歴は無かった｡

その後2例の追加症例が報告された｡症例Dは,A

病院救急部門の医師で,麻しんワクチンを3回接種し

ていたが,3月26日に発症し,発熱,発疹の症状を呈

した｡症例Eは11カ月の乳児で,3月27日発症し,栄

艶 発疹の症状を呈し,4月1日に川崎病の除外診断

のためA病院感染症科を受診した｡症例D,Eは3月

10日にA病院救急部門を訪れており,ともに海外渡
航歴は無かった｡

疫学調査から,3月10日にA病院救急部門にいたこ
とが5症例の共通因子であり,これらの症例の感染源

を調査するため,3月10E]に発熱,発疹を主訴とし,
最近の海外渡航歴があるA病院救急部門受診患者を

調べたところ,症例Fが特定された｡症例Fは10歳小
児で,ワクチン接種歴は不明,3月7日に発症し,栄

艶 感冒様症状,結膜炎の症状を示していた.3月8

日にインドからペンシルベニア州に移り,3月9日に

発疹を示した｡3月10日にA病院救急部門に川崎病

の除外診断のため転送され,症例A,Eと近くの診察

室に4時間重なって滞在していたことが確認されたo

症例Fの診断はウイルス性発疹症であった｡

6症例は全員麻しん血清検査IgM陽性であった｡

症例Aの鼻咽頭からはインドで流行している麻疹ウ

イルス遺伝子型D8が検出された｡

症例Fはインドから飛行機に乗っていたため.CDC

の国際移住検疫局 (DIVISIOnOfGlobalMigration

andQuarantlne)が乗客者情報を入手し,乗客者の

居住地州に情報提供したが,これらの乗客から2次感

染者は報告されなかった｡また,一般の人々と医療関

係者に対して,様々な手段による注意喚起が行われた｡

接触者調査として,6症例に対する潜在的な曝露があっ

たとされる4,000名に電話調査が実施されたが.新た

な麻しん症例は確認されなかった｡A病院職員168名

のうち,72名 (43%)で過去の麻しん血清検査の記録

がなかった｡今回検査した69名のうち8名 (12%)は

麻しん血清検査IgG抗体陰性であり,そのうち5名

は18日間の休職を命じられた｡症例Dの医師以外の

病院職員で麻しんを疑わせる有症者はいなかった｡

この事例は医療機関における麻しん伝播の可能性を

示唆しており,職員の麻しん羅患歴 ･予防接種歴の確

認,およびそれらのない職員に対する麻しんワクチン

予防接種実施が強く推奨されるC

(CDC,MMWR,61,No.2,30132,2012)

(担当 :感染研 ･涌井,大山 多田)
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<病原細菌検出状況､由来ヒト･2012年2月1日現在報告数>

検体採取月別 (地研 ･保健所)-1 (2012年2月1日現在累計)
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輸入例再掲
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検体採取月別 (地研 ･保健所)-2 (2012年2月1日現在累計)
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( ) .輸入例再掲
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報告機関別 (地研･保健所) 2011年12月検体採取分 (2012年2月1日現在)
秋 山 栃 さ 千 束 神 川 富 石 岐 静 滋 荒 神 広

阜 岡 架 勧 戸 島

県 県 県 市 布 市

VeTOtOXln-prOducITlgAco/I
ETtteTOPalhDgenlCACOJJ
OlberdiaTTheagenlCAco/I
SB/Dane/h 04
33/DONeJ/307
Sa/DDReJla08
Sa/monc//309
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rJbrJOCboJe/ae01E】TorOgaYa.CTI
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SlleD/OcoccusgrolJpA
S/TeptococcusgrolJDll
S/reptococeus即euDOnJ'ac
NycopJasDaPneLIDOnlae
合計 1 20

SaJnone//a血清型内訳

Shl'ge/Ja血清型内訳
ShJCeJh//exncrJ2a
JhJ'geJh sohneJ

A群溶レン菌T型内訳

( ) 輸入例再掲
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報告機関別 (つづき) (2012年2月1日現在)
徳 香 愛 高 手昌 宮

島 川 媛 知 岡 崎

県 県 県 県 市 県
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4(1) 10 4 20 6 5 194(引 合計

SaJDOne//3血清型内訳

5hJgeJ/a血清型内訳
1(1) ShJge/IRI/exDerJ2a

- 2【1) .fhJgeJhsoDneJ

A群溶レン薗T型内訳
TI

T4
T12
Tl‡3264
tJrLtypab1c
( ) .輸入例再掲
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臨床診断名別 (地研･保健所) 2011年12月～2012年1月累計 (2012年1月31日現在)
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合計 1 2 44 8 8 4 7 15 2 1
tr病原体個票｣により蕗床診断名が報告された例を集計
診断名は感染症発生動向調査対象疾病十食中毒

海外渡航先別 2011年12月～2012年 1月累 計 (2012年1月31日現在)

言 ン ; リ 韓 ≡ ; イ ト レ 三

; ; デ 三 民 芸 三 三 ナ L TL ア

地研 .保健所

Ⅰnf】uenza.virusB〝amagata

NeaslesYtrusgenotypeD9

検疫所

*T病原体個票｣により渡航先が報告された例を集計
2つ以上の囲/地域へ渡航した例､記載きれた国から来日した輸入例を含む
NT未同定
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<ウイルス検出状況､由来ヒト･2012年1月31日現在報告数>

検体採取月別 (2012年1月31日現在累計)
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報告機関別 2011年8月～2012年1月累計 (2012年1月31日現在)
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報告機関別 (つづき) (2012年1月31日現在)
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臨床診断名別 2011年8月～2012年1月累計 (2012年1月31日現在)

抄断名は感染症発生動向閃査対象疾病十食中寺
NT兼固定
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SltuationofmeaslesinEuropeandchallengesforJapanlnComing MeasurestakenbyMlnlStryOfEducat10m,Culture,Sports,Science
29 andTechologyforIncreasedcoverageofmeaslesrubellavaccines

MeasurestakenagalnStmeaslesepldemicln2011-Toky0.. ....31 aneducatlOnalleaflettobedlStributedtojunlOrhighschooland
DetectlOnOfgenotypeD8meaSIesvirusfromaNaritahte-ational highschDOlstlldentsl 40
AlrPOrtemployeeandpropagationOfthevlruBwithユnafamlly, PreseAtSltlユat10nOfmeaslesinJapandetectedbylaboratory
December2011-Januazy2012-Chiba . 32 dlag710SはInprefecturalandmunicipalpublichealthlnStltllteS..-.41
Coverageofroutlneimmt血zatlOnOfmeasles･contalningvaccine, OutbreakoffebrilevomltlngillnesswlthdetectlOnOfechovlruS6
7inalreportofthe20IOnation-WldestlrVey-MHLW... .33 fromfecalspeclmenSbyRT-PCRandcellcultllre,
Intenmreportonmeaslesseroepldem1010gyalldmeaslesvacclne October-November2011-Chlba.... ...42
coveragelntheyear2011(asofJanuary10,2012トNESVPD ......35 Epldemicofrubellaln2011and皿eaSureStakerLIFuklユOkaCity l43
MeasurestakenforincreasedvacclneCOVerageatthe3rd FoodpoISOnlngCausedbySaTICOCySおrayerLassociatedwith
vaccinatlOnmjunlOrhighschools-YamagataClty. 38 consumptlOnOfrawhorsemeat,September2011-Ftikuoka.. .44
MeasurestakenbyShlmanePrefecture:measlescasesln2008･20ll
andareportfromahlghschoolwhichcondllCtedthe4thmeasles
vacclnatlOntOapproximatelyloo鞄ofthestudents. 39

<THETOPICOFTHISM:ONTH>
MeaslesinJapan,2011

WHO WesternPaclficRegiontowhichJapanbelongstargetsmeasleselimlnatlOmby2012 Wh lletheellminatlOn
(<1/millionpopulation)hasbeenattainedinsomecollntrieshkeKoreaandsmallislandstates,measlesISendemiclnChma,
PhlllPPlneSandotherpopulatedcountrleS.WHOEuropeanRegiontargetedthemeaslesellminatlOnby2010,butonaccou1tOf
contlnuLngOutbreaksinvariOuspartsoftheregionitmovedthetargetyearto2015(seep.290fthisIssue).
Cu∬ently,Japanusesmeasles-rubellacombinedvacclne ThevacclnatlOnscheduleconsistsoftwodoEieSatOneyearOfage

(thelstvacclnatlOn)andoneyearprecedlngpnmaryschoolentrance(the2ndvaccination)(工ASR27.85186,2006).Tnaddlt･10n,tO
achievetheelimlnationbeforetheendof2012,thefirstgradestudentsoftheJuniorhighschool(12-13yearsofage)(the3rd
vacclnatlOn)andthehighschoolthlrdgradestlldentsandotherIndividualslnthesamebュrthcohort(17-18yearsofage)(the4th
vacclnatlOn)wereaddedtothetargetvaccinationagegroups,whichwastakenas丘ve-year(FY2008-FY2012)temporalmeasures
underthePreventiveVaccinationLaw(IASR29:189-190,2008).
MeaslesincidencetュndertheNational EpidemiologicalSllrVeillanceoflnfectiotlSDiseases.InEectiousDISeaSeS

ControlLawrequestsnotificationofallmeaslescasesslnCeJanuary2008(1ASR29179-181良189-190,2008)･Fromweek1to
week52of2011,total 434cases(358permillion
populatlOn)werereported(FIE 1),amongwhich31l
casesweresupportedbylaboratorydiagnosis(lnCludlng

Flgtue1Weekb,measlescaseg.200812011,Japan
6001

110"modified''mea8leBCases)but123caseswerenot 500

(asofJatluary5,2012).
Thereportsofmeaslescasesm 2011decreased 40

relativetO2010ultwenty-fourprefectures(Flg 2) 冨
Now,fourprefectureswithinthemetropolitanarea, aョo
Tokyo(seep･31ofthlSIssue),Eanagawa,Saltamaand 20
Chibaoccupy63% ofthereportedcases Fourteen
prefecturesreportedzerocases,andtotal19prefbctures 180
reportedlessthan1/millionpopulatlOn,aCrltenOnOf
measlesellmlnatlOn 0

Twohundredandthirty-Onemaleand203fbmale
patientswerereported.As foragedistriblltlOnOfthe
patients(Flg 3),oneyearoldswerethehighestin
nlユmber(50),iTollowedbyzeroyearolds(25),thteeyears
olds(17)andfouryearsolds(16) Theincidenceamong
0-4yearoldswasreducedfrom 183in2010to119in
2011,butthatamong20149yearoldsratherIncreased.
Amongthemeaslespatients,126hadhadzerodose,
141onedoseand26twodoses.TileVaCCmatlOnhlStOry
wasobscurefortheremaining141.Noneofthezero-
year-oldcaseslュadreceivedvaccination. Am ong50
one-yearl01dcases,20hadhad2;erOdoseand29one
dose.Am ongthe2-5yearolds,12hadhadzerodose
and35onedose.

TherewasnotemporarycloslngOfclassesor
schoolsduetomeaslesoutbreak from January to
December2011
Isolation and detection ofneaslesvirus:

GenotypeanalysesofvlruSIsolatesareusefulLTor
deter7runlng Whether thevirusisindlgenOuSOr
imported InJapan,theepidemlCln200612008was
causedbyD5,whichhasnotbeendetectedlaterthan
May2010(seep.290fthisissue)･Incontrast,strains

200& 2009 2010 201I
(N且tlQmlEpldeznldopcalSLlt･VeiuaELCeOfhfectwuBDu.ezL白C9DatEIba白CdontherCPOrtBreeelVCd

(NatwT)alEpLdcmlOl呼CAISLuYeilhtlCeOfl】血ttolはDLBeaiegD且hbEL8e山RtherepcrtB
tecelVedbeforeJATmAzy5.2012)

(Contlnlledonpage28′)

1′(27′)
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withgenotypesprevalentabroadarelnCreaSlng(Tables
1良2Imp.29),suchas,D9thatwasIEiOlatedalreadyin
2010(seep.310fthisIssueandLASR32 144-145,
2011),D4thatstugedinspringof2011(seep.310fthis
issueandLASR32･145-146,2011),G3thatwasisolated
forthe丘rsttlmelnJapan m 2011(nSR3279-80,
2011),andD8(IASR32:197,2011)Vaccine-derlVed
genotypeA strainsweredetectedbyPCR diagnosis
from post-vaccinatlOnfebnlepatientsandexanthema

lASRVol.33No.2(Fob.2012) 2′(28′)

FlgⅦre3AgedユStnbtlt10n Of皿eZIBlescases,2008･2011,Japan
o % 10 20 80 40 50 60 70 80 90 100
YezLr
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cases(mSR32:299-300,2011).
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rateofmeasles-containingvacclneS(M,MR)forthelst(1year),the2nd(5-6years),the3rd(12-13years)aJldthe4th (17118
years)vacclnatlOnlnFY2010wasrespectively96%(94%inFY2009),92%(92%inFY2009),and87%(86%mFY2009)and79%
(77%lnFY2009).Here,thedenominatorf♭rthelstvaccinat10niSnumberofone-year-oldchildrenaEiOfOctober1,2010 For
therestltWasthenumberoftherespectlVetargetpOPulationS ThelstvaccmatlOnattainedthetargetvaccinationrate>95%iTor
thefirsttimeinthenationallevel,andprefleCtureSattainmg>959Worthelらt,2ndand3rdvacclnationsareincreasinglnnumber
TheNationalEpidemiological SllrVeillanceofVaccine-PreventableDiseases(seep 350fthisissue):WHO

consldersthatmeasleselimlnationrequlreSantlbodyposltivesamongmorethan95%ofthepopulatlOn Fromtheinterlmreport
ofthe2011sumey,theantlbody-positiverate(titerl･16orhigherlngelatlnparticleagglutlnatlOnassay)became>95%lnage
grotユpS2yearsorolderforthe丘rsttime However,theantibody-positlVerateln1-yearagegroupwas74% TolnCreaSethe
ImmuneStatusamong1-yearagegroup,earliestVaccinationa洗erattamlng12monthsofageisdesired.Whileprotect10nOf
lndividualsfromsym ptomaticmeaslesinfectionrequirestiter1128orhigher,morethanlO%ofthepopulatlOninagegroupsof
0-1year,4years,10-12years,16-17years,50-54yearsand60yearsorolderhadantibodytiもer<1128,meaningthatnosmall
nllmberofindlVldualsamongthetargetpopulationsofthe16ttO4thvaccinatlOnSlnFY2011-FY2012hadinstlfGcientlevelof
antibody
EnhancingvaccinecoverageTllenlユmberofmeaslescaseshasremarkablydecreasedaRerintroductlOnOfI,he3rdand

4thvaccinatlOnS】nFY2008(Figs.1皮3).Formeasleselimination,M ereqortSShouldbemadetoenhanceandmaintainthe
vacclneCOVerageathighlevel;intensIVeVaCCinat10namongFY2011-FY2012targetpopulatlOnSWillbeimportantinthlSrespect

lthasbeenIndicatedthattheco.operationbetweenschools,familleS,schooldoctors,CityoLricehealthdepartments,boardof
education,andrelatedbodleSISanImportantelementinincreasingthevaccmecoverage lnresponsetothisrequirement,
vacclneCampalgnlSbeingcondlユCtedInvolving19Jun10rhlgh scl10OIsinYamagataCity(Seep38ofthiE;issue),LTorexample.A
highschoollnShlmanePrefectureattainedloo鞄vaccinecoverageth∫ough aschoolnurse-ledschool-widemeaslescampalgnln
collaborationwlthparentsandteachers(seep390fthlSissue) MinlStryOfEducation,Culture,Sports,SclenCeandTeclmology
producedleafletsandpostersdestinedtothefirstgradejunlOrhigh schoolstudentsandtllethirdgradehlgh schoolstudents(see
p400fthlSIssue).
UnvacclnatedpersonsbelonglngtOtargetCOhortsofthe2nd,3rdand4thvacclnationslnFY2011areadvisedtorecelVe

vaccinatlOnbefわreMarch31,2012,aspllbllCeXPeIISewillnotcoverthevaccinationaRerthisdate.DuringtheChildren'S
lmmtlnizat10nWeek,fromMarch1(ThlユrSday)toMarch7(Wednesday)in2012,1nSOmeareas,localmedユCalassoclat10nwillopen
clinlCSOnSaturday,SundayandevenlngSforvaccmation AsthecomingFY2012isthelastchanceofreceivingthe3rdand4th
lmmunlZations,theellglblepersonsareadvISedtobevaccinatedattheearliestoccasionafterAprilofthlSyear
I血POrtanCeOflaboratory diagnosis:As thevacclnatlOnProgram Progresses,Clinical diagnosisalonebecomes

insufficientonaccotmtofincreaslngnumberof"modifiedmeasles"casesamollgVaccinatedpersons,WHO'sreqll汀ementfor
evaluatlOnOfmeaslesellmmationincludesconfirmat10nbylaboratorydiagnosisorbyepidemioloBICallinkwithalaboratory-
confirmedcase ClinicallysuspectedmeaslesorweaklypoBitlVelgMcasesareORencasesofrubella(seep.430fthlSIssue),
erythemainfectiosumorexanthemsubltum(lASR312651271,2010).Therefore,directdetectionofmeaslesvirus,suchasby
PCRorvirusisolat,ion,lSnOWindispensable PreiTecturalandmlldcipalpublichealthinstitutes(PHI8)andNationallnstltuteOf
lnfectlOuSDiseases(NIID)haveestablishedthecollaborat10nnetworkforlaboratorydiagnosisbasedonPCRtestlng(seep.41of
thlSISSue) In2011,however,asinthepreviousyear,laboratt)ryconfirmedcaseswereonly70%,and60%ofthemwasdlagnOSed
bylgM testonly ltlSImportanttOObtainclinlCalspecimenslnapPrOPnatetimlngandsendthemtoPHIs.EstabllShmentof
approprlateSpeClmenCOllectionandtra丑SpOrtSystemisurgentlyneeded.
M二easurestobetakenfrom now･AlmostallthemeaslesvirusesdetectedinJapan in2010-2011wereImportedstrains,

1･eJapanhasbecomeanImporterOfmeasles･OutbreakscausedbyD8andD9ofoverseasOnglnareCOntinuouslyreportedin
2012(Table 1ln p 29andhttp〟ldsc.nlh.goJp/iasr/measles-e.htmi) Preventionofsu血 lmpOrtat10nrequueSVaCCmationof
travelersbeforetrlPabroad ForFY2011,immunizationtothesecondgradehighschoolstudentsgoingabroadasschool
excursionarecoveredbypllbllCexpensefor4th vacclnatlOn.FtutherincreaseofthevaccinecoverageandstrengthenlngOf
cooperationbetweenmedlCallnStitutions,health centers,PHIsandNIIDarerequired Activesurveillancecombmedwiththe
laboratory InvestigationShouldbeconductedto allthesuspectedmeaslescases Principleof"hstantaneousresponseonce
fbund"iSakeyflOrStOpplngthespreadofmeasles.
PCRnegativesarenotnecessanlyIndicativeofmeaSlesnegatlVe.DiagnosュsShouldbeestablishedfareachcasetakmgmto

accountclinlCalpictures,PCRandI首mresultsandepldemiologlCaldata.haddltlOn,tOdemonstratemeasleseliminationstatus
ofJapan,itisnecessarytohavesllfaclentdatathatindicatetherelSnOendemicmeaslescirculation.Forthis,thegenomicdata
ofisolatesaleIndispensable.

ThestalLSILCSLnthLSTePOrlarebasedon1)thedatacoTLCemBTZgPatteTLtSandlabor.aloTyflndmgsobtalnedbytheNatioTlalEpueTnWlog8Cal
S払rLleulanceofZTlfectwELSDLSeaSeSu71derlahentncoTnPlBanCeWLlhtheLawCo7lCerTungthePTTeUeTll10nOFtnfectlOuSDLSeaSeSaTLdMedicalCarefoTI
PatieTltSOfZnfecILOTZS.and2)otherdatacouermgLlariousaspectsofLnneCtLOuSdiseases.ThepTefectuT.alandmuTllCIPathealthceTLteTISaTLdpzEblzc
healthLTLStLtulesL7>HZs).theDepartmentoFFoodSafely,theMlnZSITツOfHeallh,LcLbowandWelfaT'e,quaranねTZeSlal10TZS,aTLdlheResearchGT10uP
for.ETuerECInfect10nlTIJapaTt,haveproutdedtheabovedata
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平成 24 年 3 月 16 日 

麻疹の検査診断の考え方 

国立感染症研究所感染症情報センター 麻しん対策技術支援チーム 

 

2007年12月28日に告示された「麻しんに関する特定感染症予防指針」に基づき、

2012年度までにわが国から麻疹を排除し、その状態を維持することを目標に、国を挙

げた麻疹対策が進められてきました。 

 

2011 年はヨーロッパを含め世界中で麻疹が流行しましたが、これまでのわが国の

麻疹発生状況を検討した結果、2011 年にわが国は麻疹輸出国から麻疹輸入国に転

じたと考えています。 

 

今後は、渡航前の予防接種等により麻疹に対する免疫を強化し、海外での感染を

予防するとともに、輸入例があった場合に国内で感染が拡大しないような迅速な対応

が必要です。 

 

2010 年 11 月 11 日に厚生労働省健康局結核感染症課から、可能な限り全例の検

査診断を御願いする通知が出されましたが、わが国では、麻疹ウイルスあるいはウイ

ルス遺伝子を直接検出する方法（RT-PCR 法など）で麻疹の検査診断を実施するよう

求められています。 

 

全国の地方衛生研究所では、麻疹ウイルスの検出とともに、麻疹ウイルスの遺伝

子型についても検索が進められています。この検討は、検査診断に基づく麻疹の迅

速確定診断に繋がるのみならず、麻疹ウイルスの由来、感染経路や感染源の推定に

も威力を発揮します。 

 

公衆衛生学的な観点（早期対応、介入策の実施、リスクマネージメントなど）からも

これまで以上に麻疹ウイルスを直接検出する検査診断が求められています。 

 

麻疹と診断した場合には保健所を通して地方衛生研究所で全例の麻疹の検査診

断が実施され、迅速な対応に繋げられることで、わが国の麻疹排除達成に繋げてい

きたいと考えています。 

 

本文書がわが国の麻疹排除の一助になるとともに、検査診断に基づいた麻疹の確

定診断が全国の医療機関で実施されることを期待しています。 

資料６－１ 
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麻疹の検査診断の考え方 

 

１． 2010 年 11 月 11 日付けの厚生労働省健康局結核感染症課長通知により、麻疹は可能な限

り、麻疹ウイルスの直接検出（RT-PCR 法等）による検査診断を実施するよう求められていま

す。 

２． 麻疹と臨床診断した場合は、保健所を通して地方衛生研究所に、臨床検体（EDTA 血、咽頭

ぬぐい液、尿の 3 点セット）を搬送します。検体の種類、搬送方法は自治体毎に異なるため、

保健所への問い合わせが必要です。 

３． 急性期の麻疹特異的IgM抗体価の測定、急性期と回復期のペア血清による麻疹IgG抗体価

の陽転あるいは有意上昇を確認するために、急性期の検査と、急性期血清の冷凍保管は極

めて重要です。抗体価の測定は健康保険適用がありますので、医療機関で実施します。 

４． 検査結果の考え方については、国立感染症研究所感染症情報センターHP に公開中の

http://idsc.nih.go.jp/disease/measles/pdf01/arugorizumu.pdf（検査診断の考え方）：別添を

ご参照ください。 

 

麻疹の検査診断の方法 

① 咽頭ぬぐい液あるいはEDTA血あるいは尿（3点セット）から麻疹ウイルス遺伝子

の直接検出（RT-PCR 法、リアルタイム PCR法など） 

② 咽頭ぬぐい液あるいはEDTA血あるいは尿（3点セット）から麻疹ウイルスの分離 

 ①あるいは②（ウイルス遺伝子またはウイルスの直接検出）を行う場合は、

麻疹を疑って臨床診断したら速やかに検体を地方衛生研究所に搬送する

ことが重要です。 

 少なくとも発疹出現後 7日以内に検体を提出する必要があります。 

 発疹出現後 7 日を過ぎてしまった検体であっても、結果が陽性であれば麻

疹と診断できますが、もし陰性であったとしても、麻疹を否定することができ

ません。そのため、なるべく早い臨床検体（3 点セット）の採取が重要となり

ます。なお、尿からは比較的長期間検出されるとの報告があります。 

③ 発疹出現後 4-28 日に、麻疹特異的 IgM抗体（EIA 法）の測定 

（Measles Pathogenesis and Control. Editors: Griffin DE, Oldstone MBA．出版社

Springer より） 

 発疹出現後72時間以内に77％の人に麻疹特異的 IgM抗体が検出されま

す。 

 発疹出現後 11 日までに 100％の人に麻疹特異的 IgM 抗体が検出されま

す。 

 90％の人で、発疹出現後 28 日間麻疹特異的 IgM抗体が検出されます。 



3 

 

（国内での検討：病原微生物検出情報（病原微生物検出情報：IASR より） 

 麻疹特異的 IgM 抗体は、発疹出現初期は陰性になる場合があります（偽

陰性）。患者との接触状況、症状から麻疹が強く疑われるにも関わらず麻

疹特異的 IgM抗体が陰性であった場合は、日を改めて再度検査します。 

 麻疹特異的 IgM 抗体の検査と、地方衛生研究所での麻疹ウイルスの直接

検出は同時並行で実施することが重要です。 

 国内で販売されている検査キット（デンカ生研（株）製）を用いて麻疹特異的

IgM 抗体が測定された場合、HHV-6/HHV-7 による突発性発疹、パルボウ

イルス B19 による伝染性紅斑、デング熱の急性期に弱陽性になる場合が

あります（偽陽性）。 

④ 急性期と回復期のペア血清で麻疹特異的 IgG 抗体の陽転あるいは有意上昇の

確認（急性期の血清検体を小分けして冷凍保管しておくことは、ウイルス感染症

の診断すべてにおいて重要です） 

 ペア血清での抗体の検出において、有意上昇とは、被験血清を段階希釈

して検査する抗体測定方法（HI 法、NT 法、PA 法、CF 法）で急性期の抗体

価に比して、回復期の抗体価が４倍（２管という表現を使う場合もある。）以

上の上昇を認めた場合、有意上昇と判定します。陽転は抗体価が陰性か

ら陽性に転じることです。 

 EIA 法は、＋、±、-のいずれかで EIA 価とともに結果が返却されますが、

EIA 法で測定した抗体価の場合、「倍」という表現は用いません。庵原らに

よる厚生労働科学研究によると、EIA 価の場合、2 倍以上の上昇があれば、

上記と同等に有意上昇と考えられると報告されています。 

注１） 当該疾患が麻疹であるかどうかの確定診断には、CF 法や HI 法が用

いられる場合がありますが、麻疹罹患後長期間経過した場合、あるい

はワクチン既接種者で、被験者が麻疹に対する免疫を保有している

かどうかの検査に、CF 法あるいは HI 法は用いません。この場合は、

NT 法、PA 法、EIA 法を用いて測定します。 

注２） secondary vaccine failure（２次性ワクチン不全）で発症した修飾麻疹

の場合、急性期から麻疹特異的 IgG 抗体価が著明高値となることが

多いので、ペア血清での有意上昇の確認はできません。この場合の

抗体価の判定には十分注意する必要があります。 

 

文責：国立感染症研究所 感染症情報センター 多屋馨子 
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別添 

 

②

発疹出現後

4-28日に､

麻疹特異的19M
抗体検ZE(EIA
法)※3を､

医寺機関で

実施

lgM<1.21

1.21≦lgM<50

5.05lgN<8.0
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沖縄県の麻しん対応 
（麻しん診断の支援について） 

沖縄県福祉保健部健康増進課 

資料６－２ 

1 

• 沖縄県はしか“０”プロジェクト委員会（H13） 

– H11-H13の流行で乳幼児が9名死亡 

– 小児医療、保健、行政、保育関係者等で構成 

– はしか“０”キャンペーン週間の創設 

• 麻しん全数把握実施事業（H15） 

– 医師からの届け出〜ウイルス診断の流れ 

• 麻しん対応ガイドライン（H15） 

– レベル0・1・2・3に分けて、対応を示す 

– 流行時（レベル3）では、生後6〜12ヶ月未満児への公費
での接種について、市町村に働きかける 

 

2 
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沖縄県麻しん発生全数把握実施要領（H15-） 

• 医療機関 

– 疑い例を含め、診断した医師は直ちにFAXにて保健所に
連絡する 

– 検体採取マニュアルに基づいて、検体を確保する 

• 保健所 

– 検体を医療機関から受け取り、輸送する 

– 患者や家族から情報収集し、追跡調査の準備を行う 

• 沖縄県衛生環境研究所 

– PCR検査を実施する 

• 本庁（健康増進課） 

– 情報をとりまとめて、関係機関へ還元する 

関係機関の役割を記載 

3 

医療機関 保健所 衛生環境研究所 県健康増進課 関係機関 

1.受診 

2.診断 

3.連絡 
1.受診 

•検体確保輸送 

•接触者の調査 

•県への報告 

3.保健所へ連絡 

4.検体 

   輸送 

5.PCR 

   検査 

2.診断（疑い） 
→検体確保 

接触者 

4.検体輸送 

6.確定 

7.届出 

8.追跡 

マスコミ 

沖縄県麻しん
発生全通把握
事業に基づき、
関係機関に 

情報還元 

はしか”0”プロジェクト 

沖縄県医師会 

沖縄県教育庁等 

各保健所 

3.県へ連絡 

情
報
還
元 

はしか”0”プロジェクト 

沖縄県医師会 

沖縄県教育庁等 

各保健所 

3.連絡 

7.届出 

情
報
還
元 

初
期
対
応 

 

5.PCR検査 

（6～8時間で判明） 

陰性 陽性 

半
日
～
一
日
半
後 

連絡を受け医
療機関や患者
や家族に連絡 

沖縄県麻しん
発生全通把握
事業に基づき、
関係機関に 

情報還元 

健康観察へ 注意喚起 

接触者から 

発症！ 

2.診断（疑い） 
→検体確保 数

日
後 

3.保健所へ連絡 

※これ以降は、上記の1～8が繰り返される 

※最後の患者が発生して4週間以内に新規患者が出ければ、終息とする 

1.受診 

フロー 

8.追跡調査 

（約2週間） 

4 
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麻しん報告数 

0

50

100

150

200

250

300

350
（報告数）

疑い例 39 33 29 59 132 220 60 25 38

確定例
（発生数）

343 44 20 16 0 18 22 40 5 0 0

H13
年

H14
年

H15
年

H16
年

H17
年

H18
年

H19
年

H20
年

H21
年

H22
年

H23
年

5 

全数報告 

沖縄県麻しん全数報告
健康増進課

把握日 症状 (発熱日)

（週） 値 ＋－ 値 ＋－

1/17 発熱、発疹、咳 (1/11～)

3週

2/20 発熱、発疹、咳、鼻汁 (2/15～）

8週

2/23 発熱、発疹、関節・筋肉痛(2/10～）

8週

2/23 発熱、発疹、咳、鼻汁、頭痛 (2/19～）

8週

3/1 発熱、発疹 (2/25～）

9週

2/24PCR陰性

2/24PCR陰性

備考（検査結果、最終診断等）

1/18PCR陰性

年
齢

保
健
所

IgG IgM
PCR

性
別

予防
接種歴

保育所
・学校

ウイル
ス検
出

感染源

1 中部11M 男児 × ○ 不明

N
O

2 南部1Y 女児

中頭病院

しろま小児科

住
所

沖縄市

× ○ 不明豊見城市

3 南部28Y 女性 南風原町
南部徳洲会病
院

2/21採血
2.37

4 中部29Y 男性

5 宮古1Y6M 女性 ○ × 不明

平成24年3月1日

－

届出
医療機関

○ × 不明

○ × 不明

北谷町

宮古島市

麻しん
番号

－

－

－

遺伝
子型

2/21PCR陰性

ハンビークリ
ニック

県立宮古病院

6 
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診断についての相談、支援 

• 臨床で診断がつけにくい場合 

• PCR検査が何らかの理由でされていない場合 

 
届けを行った主治医に保健所から連絡を取り、必要な検査等の相談にあたる。
この場合、県衛生環境研究所とも同時に連絡し、必要であれば追加の検
体採取等の依頼も行う。また、保健所は県健康増進課へも相談内容と対応
を報告する。健康増進課は保健所から報告を受けて、必要であれば追加
対応の指示を行う。また健康増進課は結果をフォローし、全数検査の報告
等を通じて、関係者に結果を報告する。 

ただし最終的な診断は主治医が行うものとし、保健所は主治医に追加検査等
の報告と相談を行うことで、診断の支援としている。 
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2012 年 3 月 16 日 

国立感染症研究所案 

自治体が「はしかゼロ達成」の確認を行う場合について（考え方）： 

 

本稿は、国全体の麻疹排除認定以前に、都道府県（以下、自治体）が自治体のはしか（麻疹）ゼロ達成の確認

を実施しようとする場合の考え方について示したものである。自治体におけるこのような確認は、国としての国

際的な麻疹排除の宣言とは異なる。日本の自治体のように地域が近接している状況では、麻疹のようなウイルス

性疾患の地理的な「排除」を自治体単位で宣言することは困難である。自治体がこのような認定を独自に行う目

的は、自治体の中にあって麻疹排除活動の進捗を確認し、その機運をさらに高めることにあると考えられる。よ

って、これは自治体における麻疹排除の認定ではなく、「地域におけるはしか（麻疹）ゼロ」達成の確認と称され

るもので、その後の自治体による「はしかゼロ」維持に向けた活動も同様に重要である。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

都道府県（以下、自治体）における「はしかゼロ」の達成とは、直接的には以下の状態である。 

 

「質の高いサーベイランス（*）の元で、12 ヶ月以上にわたり自治体内における国内の麻疹ウイルス

の伝播がないこと（その状態）」 

 

間接的に、自治体が「はしかゼロ」達成状態にあることを示唆する指標値は以下の 2 つである。 

Ⅰ．自治体で、以下の①、②のいずれかが達成され、かつ維持されること。  

① 麻疹排除計画開始以後の状況として、2009 年以後に実施された血清疫学調査（例：感染症流行

予測調査）において、2歳以上の年代全ての麻疹抗体保有率が 95%以上。 

② 1990 年（平成 2 年）4月 2日以降に出生した者で、二回の麻疹含有ワクチンの接種率がともに

95%以上（例：第 1 期～第 4 期の各期接種率、第 2 期以降の年齢の累積接種率、その他のサンプ

ル調査）。 

Ⅱ．人口 100 万人当たり、実験室診断または疫学的リンクによる麻疹確定症例が 1 例未満（臨床診断

例、輸入麻疹症例は除く）であること。 

 

＜用語の技術的解説＞  

「質の高いサーベイランス（*）」とは以下を指す。 

1） 自治体において、2例以上/10 万人口/年の麻疹除外例の報告があること、あるいは医療機関における麻疹検

査実施数などを含めた情報により、その状態を満たしていることが説明出来ること。 

2） 自治体において 80%以上の麻疹疑い症例において急性期の麻疹ウイルス感染を検出するために適切な臨床検

体が集められ、精度管理された実験室で検査が行われること。 

3） 検査確定例を含む集団発生のうちの 80%以上で麻疹ウイルスの検出に適切な臨床検体が回収され、またその検

体が精度管理された実験室で検査されること。 

4） 全ての麻疹疑い症例のうち少なくとも 80%以上で、症例の届出後、48 時間以内に適切な調査が開始されるこ

と。 

資料７ 
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「国内の麻疹ウイルス」：病原体サーベイランス、その他の情報により、過去 12 カ月間に渡り日本国内にて循環

していたと考えられる麻疹ウイルスのこと。 

 

「麻しん除外例」: 臨床的に麻疹の可能性が否定できないが、(a)精度管理された実験室での検査、あるいは(b)

麻疹以外の感染症による流行との疫学的関連によって、麻疹ではないことが確認された症例。 

 

「麻疹疑い症例」: 医師が（感染症法の）麻しんの届出基準を満たすと判断した臨床診断例。 

 

（補足）自治体においては、後方視的な調査として、地理的（例：二次医療圏ごと）に、あるいは人口割合（例：

100 万人ごと）で選択した医療機関において、麻疹の検査診断を含めた全数サーベイランス体制が、特に医師から

の麻疹疑い症例の報告において適切に実施されているかについて、評価が実施されていることが望ましい（これ

は自治体のはしかゼロ達成の確認に必須ではない）。 

 

 

参考） World Health Organization. Monitoring progress towards measles elimination. Weekly 

epidemiological record, 2010, 49: 490–495. Available at http://www.who.int/wer. 

 

 



麻しん対策推進会議における 
これまでの議論 

 
 会議で紹介された取組みや、 

構成員からこれまでにいただいたご意見等について 
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○ 流行状況を早期探知・情報共有し、ウイルス型の判定を含めた確定診断を実施している。（第8回東京都） 
 

○ 麻しん全数把握実施事業を実施している。（第5回沖縄県（平成15年～）、第2回新潟市（平成18年～）、第2回茨城県） 

 

○ 積極的疫学調査を実施している。（第8回東京都） 

 

 

 

 麻しんと臨床診断された症例は、全例PCR検査による確定検査を実施するべき。 
 

 確定検査のための検体を収集する努力が必要。 
 

 時間外の対応、検体採取・保管の方法、検体容器の配布等について役割分担を明確化すべき。 
 

 届出基準（臨床診断、抗体検査・ウイルス学的検査）の運用方法について整理すべき。 
 

 確定検査で陰性であった場合に、発生届を取り下げることとすべきではないか。 
 

 将来的には、届出があった麻しん患者が本当に麻しんか否かを検討し最終判断する小委員会を設置してはどうか。 
 

 検査体制の整備や業務に係る予算上の措置（事業化）を充実すべき。 
 

 麻しんの感染症法上の取扱い（現在は５類感染症）を見直してはどうか。 
 

 ５類感染症であると、積極的疫学調査を徹底しにくい。 

１．サーベイランスの強化 
① 患者の把握 
② 病原体サーベイランス（検体の確保と検査診断） 
③ 積極的疫学調査の実施について（感染症法第15条） 

主なご意見等 

麻しん対策推進会議で紹介された取組み 
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 未接種者の把握と未接種者に対する個別通知や電話による勧奨を進めるべき（特に4期）。 

 学校や健診など、「顔の見える形」で、接種済の確認や接種を勧奨するべき。 

 接種の勧奨ではなく、接種を義務化すべきではないか。 

 学校入学や海外渡航の際には、接種証明書の提出を義務化することを検討してはどうか。 

 居住地の市町村以外でも接種が可能な体制を整備することが望ましい。 

 子供の養育者に対し予防接種のための有給休暇の付与など、職場における対応を進めるべきではないか。 

 集団接種（学校での接種）の推進を検討するべき。 

 財政的な支援も含め、予防接種台帳の整備の徹底を図るべき。 

 予防接種台帳の効率的な管理の方法を検討するべき。（例）居住市町村外における使用 

２．予防接種法に基づく予防接種 
① 未接種者の把握 
② 積極的な接種勧奨 
③ 予防接種台帳の活用 

 

○ 個別通知を実施している。（第5回秋田県、第4回山形県、第4回富田林市、第3回福井県、第2回新潟市、第2回茨城県） 
 

○ 就学時健診等において未接種者へ接種を勧奨している。（第8回京都市、第4回松戸市（医師会）、第4回山形県、 第3回福

井県、第2回新潟市、第2回茨城県） 
 

○ 接種証明書の提出によって学校は接種者を把握している。（第4回松戸市（医師会）、第4回倉敷市・岡山県） 
 

○ 集団接種を実施している。（第8回京都市、第5回茨城県、第4回富田林市、第4回松戸市（医師会）） 
 

○ 予防接種台帳の電算化により、未接種者を正確に把握している。（第4回富田林市、第3回福井県、第2回新潟市） 

麻しん対策推進会議で紹介された取組み 

主なご意見等 
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 麻しん排除に対して、国レベルのキャンペーン戦略の策定と実施を検討するべき。 

 麻しんの怖さを伝える啓発を行うべき。 

 麻しんに関する教育を、学校や出産時の医療機関などで行ってほしい。 

 ガイドライン等を医療従事者等に効果的に情報提供する方法について検討するべき。 

 接種率向上のための取り組みの中で、よい事例を他の地方自治体に情報提供するべき。 

４．広報／普及啓発 
① 定期接種の対象者や養育者に対する効果的な広報のあり方について 
② 地方自治体、医療従事者等への情報提供について 

 

 定期接種対象の年齢以外についても公費助成を行うことが望ましい。 

 3期、4期の未接種者への対応を検討するべき。 

３．予防接種法に基づかない予防接種 

 
 

○ 麻しん任意予防接種に対する助成を実施している。（第8回東京都） 
 

○ 未接種者へ行政措置による接種（公費負担）を実施している。（第4回富田林市） 

麻しん対策推進会議で紹介された取組み 

主なご意見等 

主なご意見等 
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 麻しん対策推進会議をより頻繁に開催するなど、充実を図るべきではないか。 

 都道府県が、「都道府県における麻しん対策会議のガイドライン」に基づき、麻しん対策の推進と市町村への支援

を推進するべき。 

 地方自治体の取組みと接種率との関係（相関関係等）を分析することはできないか。 

 接種率について、迅速に地方自治体に情報を還元することが、地方自治体の取り組みに対する意識づけにつながる。 

 接種率の低い地方自治体を、厚生労働省は指導するべきではないか。 

 地域レベルでの排除宣言を実施してもよいのではないか。 

６．評価及び推進体制の確立 
① 国及び都道府県における麻しん対策の会議の設置 
② 接種率の把握と評価 

 
 

 抗体価の持続性についてどう考えるか。将来的に、3回接種の必要性を検討することについてどう考えるか。 

５．研究開発の推進 

主なご意見等 

主なご意見等 
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「麻しんに関する特定感染症予防指針」の見直しについて 

 

 

課題 

 

○ 平成 24 年度までに麻しんを排除し、かつ、その後も排除状態を維持することを目

標に、麻しんを特に総合的に予防対策に取り組むべき感染症として位置づけ、「麻し

んに関する特定感染症予防指針」を策定（平成 19 年 12 月 28 日）。当該指針は、少

なくとも５年毎に再検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更することと

されている。 

○ 指針の策定以後、麻しんの患者数が大幅に減少する等、対策の成果があがっている

が、現時点において、年間 400 名以上の麻しん患者が発生しており、指針に掲げられ

た WPRO での目標（2012 年までに麻しんの排除：指針制定当時の基準によると、人口

100 万人当たり年間 1 例未満＝年間 127 例）は未達成であり、麻しん対策の更なる取

り組みが必要。 

 

対応方針（案） 

 

○ 厚生科学審議会感染症分科会感染症部会の下に麻しんに関する小委員会（仮称）を

設置して、麻しんに関する特定感染症予防指針の見直しを検討。 

 

検討のスケジュール（案） 

 

 

平成 24 年４月     麻しんに関する小委員会（仮称）の設置 

 

          小委員会を３～４回開催 

指針の見直し案をとりまとめ、感染症部会に提出 

 

     秋頃     感染症部会にて検討、答申 

     12 月頃メド 指針を改定し、告示 

資料８－２ 



  ○麻しんに関する特定感染症予防指針 
                                    （平成十九年十二月二十八日） 
                                （厚生労働省告示第四百四十二号） 

 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）

第十一条第一項及び予防接種法（昭和二十三年法律第六十八号）第二十条第一項の規定に

基づき、麻しんに関する特定感染症予防指針を次のように策定したので、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律第十一条第一項及び予防接種法第二十条第四項

の規定により告示し、平成二十年一月一日から適用する。 
 
   麻しんに関する特定感染症予防指針 
 麻しんは、「はしか」とも呼ばれ、高熱と耳後部から始まり体の下方へと広がる赤い発疹

を特徴とする全身疾患である。感染力が非常に強い上、罹患すると、まれに急性脳炎を発

症し、精神発達遅滞等の重篤な後遺症が残る、又は、死亡することがある。さらに、より

まれではあるが、亜急性硬化性全脳炎という特殊な脳炎を発症することがあり、この脳炎

を発症した場合には、多くは知能障害や運動障害等が進行した後、数年以内に死亡する。

こうした麻しんの感染力及び重篤性並びに流行した場合に社会に与える影響等にかんがみ

ると、行政関係者や医療関係者はもちろんのこと、国民一人一人が、その予防に積極的に

取り組んでいくことが極めて重要である。 
 我が国においては、昭和五十一年六月から予防接種法（昭和二十三年法律第六十八号）

に基づく予防接種の対象疾病に麻しんを位置づけ、積極的に接種勧奨等を行うことにより、

麻しんの発生の予防及びまん延の防止に努めてきた。こうした取組の結果、周期的な流行

はみられるものの、麻しんの患者数は着実に減少してきたところである。また、平成十八

年四月からは、麻しんの患者数が減少し、自然感染による免疫増強効果が得づらくなって

きた状況を踏まえ、それまでの一回の接種から二回の接種へと移行し、より確実な免疫の

獲得を図っている。しかし、平成十九年に十代及び二十代を中心とした年齢層で麻しんが

大流行し、高等学校や大学において休業等の措置がとられ、また、麻しんのワクチンや検

査キットの確保が困難になるなど、大きな混乱が生じた。こうした事態を受け、麻しん対

策の更なる強化が求められている。 
 一方、麻しんを取り巻く世界の状況に目を向けると、世界保健機関西太平洋地域事務局

は、平成二十四年（二千十二年）までに麻しんの排除（国外で感染した者が国内で発症す

る場合を除き、麻しんの診断例が一年間に人口百万人当たり一例未満であり、かつ、ウイ

ルスの伝播が継続しない状態にあることをいう。以下同じ。）を達成するという目標を掲げ

ており、我が国を含め、世界保健機関西太平洋地域事務局管内の各国は、目標の達成に向

けた対策を求められているところである。なお、平成十九年（二千七年）現在、南北アメ

リカ大陸や大韓民国においては、既に麻しんの排除を達成したと宣言している。 
 本指針はこのような状況を受け、平成二十四年度までに麻しんを排除し、かつ、その後
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も排除状態を維持することを目標とし、そのために、国、地方公共団体、医療関係者、教

育関係者等が連携して取り組んでいくべき施策についての新たな方向性を示したものであ

る。 
 本指針については、麻しんの発生動向、麻しんの治療等に関する科学的知見、本指針の

進ちょく状況に関する評価等を勘案して、少なくとも五年ごとに再検討を加え、必要があ

ると認めるときは、これを変更していくものである。 
第一 目標 
   平成二十四年度までに麻しんの排除を達成し、かつ、その後も麻しんの排除の状態を

維持することを目標とする。   
第二 原因の究明 
  一 基本的考え方 
     国並びに都道府県、保健所を設置する市及び特別区（以下「都道府県等」という。）

においては、麻しんについての情報の収集及び分析を進めていくとともに、発生原因

の特定のため、正確かつ迅速な発生動向の調査を行っていくことが重要である。 
  二 麻しんの発生動向の調査及び対策の実施 
     麻しんの発生動向の調査については、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（平成十年法律第百十四号。以下「法」という。）第十二条に基づく医師

の届出により、国内で発生したすべての症例を把握するものとする。     
  三 麻しんの届出基準 
     麻しんを診断した医師の届出については、当面は臨床での診断をもって届出の判断

材料とすることを継続するが、検査室での診断を行った場合には、その結果について

も保健所に報告を求めるものとする。なお、我が国における麻しん患者の発生数が一

定数以下になった場合には、類似の症状の疾病から麻しんを正確に見分けるためには、

病原体を確認することが不可欠であることから、原則として検査室での診断で麻しん

と診断した症例のみの報告を求めるものとする。 
  四 日本医師会との協力 
     国は、日本医師会を通じて、医師に対し、麻しんを臨床で診断した場合には、可能

な限り二十四時間以内に法第十二条に基づく報告を行うこと及び臨床で診断した場合

にも検査室での診断を行い、その結果についても、保健所に報告することを依頼する

ものとする。また、麻しんの診断例の届出に際して、患者の予防接種歴も併せて報告

するよう依頼するものとする。 
  五 麻しん発生時の迅速な対応 
     国は、麻しんの患者が発生した場合に都道府県等が法第十五条に規定する感染経路

の把握等の調査を迅速に実施できるよう、国立感染症研究所において、当該調査の実

務上の手順等を示した手引きの作成や職員の派遣要請に応えられる人材の養成を行う

必要がある。 
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第三 発生の予防及びまん延の防止 
  一 平成十九年の流行の原因分析           
     平成十九年に、十代及び二十代の年齢層を中心として麻しんが流行した主な原因は、

当該年齢層の者が、麻しんの予防接種を一回も受けていなかった、あるいは、一回は

受けたものの免疫が獲得できなかった者が一定程度いたからであると考えられている。

麻しんの予防接種を一回のみ受けた者の中には、接種したものの免疫を獲得できなか

った者が接種者の五パーセント弱存在し、また、一度は免疫を獲得したものの、麻し

ん患者が減少していることから、自然感染による免疫増強効果を得づらい環境下で、

発症の予防には不十分な免疫しか保有していない状態となっていた者も存在する。こ

うした、麻しんに対する十分な免疫を保有していない者が就学等により集団生活をす

る環境下に一定程度いたため、高等学校や大学等において麻しんの感染が拡大してい

ったと考えられている。                 
  二 基本的考え方 
     感染力が非常に強く一度発生するとそのまん延の防止が非常に困難である麻しんの

対策として、最も有効なのは、その発生の予防である。    平成十九年の流行の原因

分析にかんがみると、麻しんの流行を二度と起こさないようにするためには、麻しん

の予防接種を一回しか受けていない者であって、就学等により集団生活をする環境下

にあるものに対し、二回目の予防接種を受ける機会を設けることや、そうした環境に

ない者に対しても幅広く麻しんの性質等を伝え、予防接種を行うよう働きかけること

が必要である。 
  三 予防接種法に基づく予防接種の一層の充実     
    １ 国は、平成二十年度からの五年間を麻しんの排除のための対策期間（以下「対策

期間」という。）と定め、生後十二月から生後二十四月に至るまでの間にある者及び

小学校就学の始期に達する日の一年前の日から当該始期に達する日の前日までの間

にある五歳以上七歳未満の者に対し実施している予防接種法第三条に基づく予防接

種（以下「定期の予防接種」という。）の対象者に、中学一年生と高校三年生に相当

する年齢の者（麻しん及び風しんに既に罹患したことが確実な者及びそれぞれの予

防接種を二回接種した者を除く。）を時限的に追加するものとする。また、これらの

者は、就学していることが多いと想定されることから、学年単位での効果的な接種

勧奨が可能となるよう、接種期間を年度でとらえるものとし、かつ少しでも早い免

疫の獲得と複数回の接種勧奨を行う時間的な余裕を残すため、年度当初の四月から

六月までの三月間に、特に積極的な勧奨を行うものとする。 
    ２ 国は、定期の予防接種の実施主体である市町村に対し、確実に予防接種が行われ

るよう、積極的に協力を求めていく必要がある。具体的には、市町村に対し、高等

学校に通っていない者を含む定期の予防接種の対象者への個別の通知による確実な

接種勧奨を行うよう依頼するほか、母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第
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十二条第一項第一号に規定する健康診査及び学校保健法（昭和三十三年法律第五十

六号）第四条に規定する健康診断（以下「就学時健診」という。）の機会を利用して、

当該健康診査及び健康診断の受診者の罹患歴及び予防接種歴を確認し、未罹患であ

り、かつ、麻しんの予防接種を必要回数接種していない者に接種勧奨を行うよう依

頼するものとする。また、定期の予防接種の受け忘れ等がないよう、定期の予防接

種の対象者について、未接種の者を把握し、再度の接種勧奨を行うよう依頼するも

のとする。 
    ３ 厚生労働省は、文部科学省に協力を求め、就学時健診及び学校保健法第六条に規

定する健康診断（以下「学校での定期健康診断」という。）の機会を利用し、定期の

予防接種の対象者の罹患歴及び予防接種歴を確認し、未罹患であり、かつ、麻しん

の予防接種を必要回数接種していない者に接種勧奨を行うものとする。また、当該

接種勧奨後に、定期の予防接種を受けたかどうかの確認を行い、必要があれば、再

度の接種勧奨を行うものとする。 
    ４ 国は、右記以外にも、定期の予防接種を受けやすい環境づくりを徹底しなくては

ならない。定期の予防接種の際には、原則、保護者の同伴を求めているが、対策期

間中に時限的に追加する中学一年生及び高校三年生に相当する年齢の者に対する定

期の予防接種（以下「補足的接種」という。）に限っては、事前に保護者に対し予防

接種の効果及び副反応等についての十分な情報提供を行い、書面で保護者の了承を

得ること及び当該書面とは別に予診票に保護者の署名を得ることを条件に、保護者

の同伴を例外的に不要とすることも可能である。また、定期の予防接種は、原則、

診療所等で個別に行うものとするが、国が、応急治療措置、救急搬送措置等につい

て安全面で遵守すべき事項を別途定め、学校医等と連携をとることにより、中学校

及び高等学校等で定期の予防接種を実施することも可能である。さらに、日本医師

会並びに日本小児科学会、日本小児科医会及び日本小児保健協会等に対し、定期の

予防接種が円滑に行われるように協力を求めるものとする。 
    ５ 国は、平成十九年の麻しん流行時にワクチンや検査キットの確保が困難となった

事例にかんがみ、補足的接種を含む定期の予防接種に必要となるワクチン及び試薬

類の生産について、製造販売業者と引き続き連携を図るものとする。なお、麻しん

の補足的接種に用いるワクチンは、その対象とする世代には風しんに対する免疫を

保有していない者が一定程度おり、流行を阻止できない可能性が指摘されているこ

とから、風しん対策の観点も考慮し、原則として、麻しん風しん混合ワクチンとす

るものとする。 
  四 予防接種法に基づかない予防接種の推奨 
    １ 医療関係者、児童福祉施設等の職員、学校等（幼稚園、小学校、中学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校、大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校を

いう。以下同じ。）の職員等は、幼児、児童、体力の弱い者等の麻しんに罹患すると
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重症化しやすい者と接する機会が多いことから、本人が麻しんを発症すると、多数

の者に感染を引き起こしてしまう可能性が高い。このため、麻しんの排除を達成す

るためには、医療関係者、児童福祉施設等の職員、学校等の職員等に対し、予防接

種の推奨を行う必要がある。 
    ２ 厚生労働省は、日本医師会等の関係団体に協力を求め、医療関係者の罹患歴及び

予防接種歴の確認並びに未罹患であり、かつ、麻しんの予防接種を必要回数接種し

ていない者に対する予防接種を推奨するものとする。 
    ３ 厚生労働省は、児童福祉施設等において行われる労働安全衛生法（昭和四十七年

法律第五十七号）第六十六条に規定する健康診断の機会を利用して、当該施設等の

職員の罹患歴及び予防接種歴の確認並びに未罹患であり、かつ、麻しんの予防接種

を必要回数接種していない者に対する予防接種を推奨するものとする。 
    ４ 厚生労働省は、文部科学省に協力を求め、学校保健法第八条に規定する健康診断

等の機会を利用して、学校等の職員の罹患歴及び予防接種歴の確認並びに未罹患で

あり、かつ、麻しんの予防接種を必要回数接種していない者に対する予防接種を推

奨するものとする。また、医療・福祉・教育に係る大学及び専修学校の学生及び生

徒に対し麻しんに罹患すると重症化しやすい者と接する可能性がある実習があるこ

とを説明し、当該学生及び生徒の罹患歴及び予防接種歴の確認並びに未罹患であり、

かつ、麻しんの予防接種を必要回数接種していない者に対する予防接種を推奨する

ものとする。 
  五 その他必要な措置 
    １ 厚生労働省は、関係機関と連携し、予防接種の重要性並びに副反応を防止するた

めに注意すべき事項及びワクチンを使用する予防接種という行為上避けられない起

こりうる副反応、特に妊娠中の接種による胎児への影響等に関し、積極的な情報提

供を行うものとする。また、国民に対する情報提供としては、リーフレット等の作

成や報道機関を活用した広報等を積極的に行う必要がある。 
    ２ 厚生労働省は、文部科学省に協力を求め、学校の管理者に対し、母子保健法第十

二条第一項第二号に規定する健康診査及び学校での定期健康診断の機会を利用して、

学校の入園年次及び入学年次にある者の罹患歴及び予防接種歴を確認し、未罹患で

あり、かつ、麻しんの予防接種を必要回数接種していない場合、麻しんの疾病とし

ての特性や麻しんの予防接種についての情報提供を行うよう依頼するものとする。 
    ３ 厚生労働省は、保育所等の児童福祉施設等や職業訓練施設等の管理者に対し、入

所及び入学の機会を利用して、保育所等の児童福祉施設等において集団生活を行う

者及び職業訓練施設等における訓練生の罹患歴及び予防接種歴を確認し、未罹患で

あり、かつ、麻しんの予防接種を必要回数接種していない場合、麻しんの疾病とし

ての特性や麻しんの予防接種についての情報提供を行うよう依頼するものとする。 
    ４ 厚生労働省は、日本医師会並びに日本小児科学会、日本小児科医会、日本内科学
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会及び日本小児保健協会等の学会等に対し、初診の患者の罹患歴及び予防接種歴を

確認し、未罹患であり、かつ、麻しんの予防接種を必要回数接種していない場合、

疾病としての麻しんについての情報及び麻しんの予防接種についての情報提供を行

うよう依頼するものとする。 
    ５ 厚生労働省は、国土交通省に協力を求め、旅行会社等に対し、外国へ渡航する者

に、国内の麻しんの発生状況、外国で麻しんを発症した場合の影響等についての情

報提供を行うよう依頼するものとする。また、文部科学省に協力を求め、学校で外

国へ修学旅行する際に、麻しんの疾病としての特性や麻しんの予防接種についての

情報提供を行うよう依頼するものとする。       
    ６ 厚生労働省は、定期の予防接種を積極的に勧奨するとともに、予防接種の際の医

療事故や避け得る副反応を徹底して避けるため、地方公共団体や医療機関等の各関

係団体に対し、安全対策を十分行うよう協力を依頼するものとする。 
第四 医療の提供 
  一 基本的な考え方 
     麻しんのような感染力が極めて強く、重症化のおそれのある感染症については、早

期発見及び早期治療が、特に重要である。このため、国は、麻しんの患者を適切に診

断できるよう、医師に必要な情報提供を行うとともに、国民にも当該疾病に感染した

際の初期症状や早期にとるべき対応等について周知していくことが望ましい。 
  二 医療関係者に対する普及啓発 
     国は、麻しんの患者を医師が適切に診断できるよう、医師に対し、麻しんの流行状

況等について積極的に情報提供するものとし、特に、流行が懸念される地域において

は、日本医師会等の関係団体と連携し、医療関係者に対して注意喚起を行う必要があ

る。さらに、麻しんの患者数が減少し、自然感染による免疫増強効果が得づらくなっ

てきたことに伴って、麻しんが小児特有の疾患でなくなったことにかんがみ、小児科

医のみではなく、すべての医師が麻しん患者を診断できるよう、積極的に普及啓発を

行うことが重要である。 
第五 研究開発の推進 
  一 基本的考え方 
     麻しんの特性に応じた発生の予防及びまん延の防止のための対策を実施し、良質か

つ適切な医療を提供するためには、麻しんに対する最新の知見を集積し、ワクチン、

治療薬等の研究開発を促進していくことが重要である。また、麻しんの定期の予防接

種を円滑に実施するため、定期の予防接種歴の確認を容易にするシステムの整備を推

進していく必要がある。 
  二 臨床における研究開発の推進 
     より免疫獲得の効果が高く、かつ、より副反応の少ないワクチンを開発することは、

国民の予防接種に対する信頼を確保するために最も重要なことである。現行の麻しん
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のワクチンは効果の高いワクチンの一つであるとされているが、国は、今後の使用状

況等を考慮し、必要に応じて研究開発を推進していくものとし、その際には、迅速な

研究成果の反映のため、当該研究の成果を的確に評価する体制をつくるとともに、国

民や医療関係者に対して、情報公開を積極的に行うことが重要である。 
  三 情報管理における研究開発の推進 
     国は、予防接種の受け忘れ等により麻しんに対する十分な免疫を保有していない者

が増加する事態を避けるため、国民それぞれが自らの定期の予防接種歴を容易に確認

することができる環境づくりを推進していく必要がある。そのため、本人の求めに応

じて定期の予防接種歴に関する情報を提供できるよう、市町村が定期の予防接種歴を

電子媒体で管理することが可能であり、かつ、容易に定期の予防接種歴に関する情報

を提供できるようなソフトウェアを、国立感染症研究所において開発し、提供し、及

びその利用を促すものとする。 
第六 国際的な連携 
  一 基本的考え方 
     国は、世界保健機関をはじめ、その他の国際機関との連携を強化し、情報交換等を

積極的に行うことにより、世界的な麻しんの発生動向の把握、麻しんの排除の達成国

の施策の研究等に努め、我が国の麻しん対策の充実を図っていくことが重要である。 
  二 国際機関で定める目標の達成 
     世界保健機関においては、二回の予防接種において、それぞれの接種率が九十五％

以上となることの達成を目標に掲げているほか、世界保健機関西太平洋地域事務局に

おいては、平成二十四年（二千十二年）には同地域から麻しんの排除を達成すること

を目標に掲げており、我が国も本指針に基づき、麻しん対策の充実を図ることにより、

その目標の達成に向けて取り組むものとする。 
第七 評価及び推進体制の確立 
  一 基本的考え方 
     麻しんの排除を達成するためには、当該施策が有効に機能しているかの確認を行う

評価体制の確立が不可欠である。国は、定期の予防接種の実施主体である市町村等と

連携し、予防接種の実施状況についての情報収集を行い、その情報を基にして関係機

関へ協力を要請し、当該施策の進ちょく状況によっては、本指針に定める施策の見直

しも含めた積極的な対応を講じる必要がある。 
  二 麻しん対策委員会の設置 
     国は、感染症の専門家、医療関係者、保護者、地方公共団体の担当者、ワクチン製

造業者及び学校関係者からなる「麻しん対策委員会」を設置し、麻しん対策委員会は、

平成二十一年度以降毎年度、本指針に定める施策の実施状況に関する評価を行うとと

もに、その結果を公表し、必要に応じて当該施策の見直しについて提言を行うことと

する。 
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  三 都道府県における麻しん対策の会議の設置 
    １ 都道府県は、感染症の専門家、医療関係者、保護者、学校関係者等と協働して、

麻しん対策の会議を設置し、関係機関の協力を得ながら、定期的に麻しんの発生動

向、定期の予防接種の接種率及び副反応の発生事例等を把握し、地域における施策

の進ちょく状況を評価するものとする。 
    ２ 厚生労働省は、麻しん対策の会議が定期の予防接種の実施状況を評価するため、

文部科学省に対し、学校が把握する幼児、児童及び生徒の定期の予防接種の接種率

に関する情報を麻しん対策の会議に提供するよう協力を依頼するものとする。 
  四 関係機関との連携 
    １ 厚生労働省は、迅速に麻しんの定期の予防接種の接種率を把握するため、都道府

県知事に対し、情報提供を依頼するものとする。また、学校保健法第十三条に基づ

く学校の臨時休業の情報を随時把握するため、文部科学省に対し、情報提供を依頼

するものとする。 
    ２ 厚生労働省は、予防接種により副反応が生じた際に行われている報告体制を充実

させ、重篤な副反応の事例は、速やかに国及び麻しん対策の会議等に報告される仕

組みを構築するものとする。 
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